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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
式（１）：
【化５】

によって表されるポリマーであって、
式（１）の分散剤は、ペンダントイミド基を有し、該イミド基が、式（１ａ）：
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【化６】

によって表されるイミド化合物から誘導され、これらの式中、
　Ｒ１は、置換基への結合に利用可能なＱ環上の任意の位置にある置換基であり、Ｒ１は
、独立して、－Ｈ、または電子吸引基、または電子供与基の１つまたはそれより多くのも
のによって表され；
　Ｑは、４ｎ＋２のπ電子を含有する縮合芳香族環または非縮合芳香族環であり、ここで
、ｎ＝１またはそれより大きく、Ｑは、５または６員イミド環を形成するように該イミド
基に結合されており；
　Ｒ２は、Ｃ１～Ｃ２０ヒドロカルビレン基、またはそれらの混合物であり；Ｒ２は、酸
素および／または窒素原子であり、この場合、Ｒ２の酸素または窒素１個ごとに少なくと
も２個の炭素原子があり；
　Ｐｏｌは、
　　ポリエーテル、
　　ポリエステル、
　　それらの混合ポリエーテル／ポリエステルペンダント側鎖、
　　それらの混合ポリエステル／ポリエーテルペンダント側鎖、
　　またはそれらの混合物
の１つまたはそれより多くのものである少なくとも１つのペンダント側鎖を含むジエポキ
シドまたはポリエポキシドであり；
　Ｐｏｌと各Ｗ’との結合（複数可）は、（ｗによって定義される通り）１つまたはそれ
より多くのペンダント側鎖イミド基をＰｏｌ上の１つまたはそれより多くの位置でＰｏｌ
に結合することを可能にし；
　Ｗは、エポキシド基との反応が可能な任意の基であり；
　Ｗ’は、Ｈを欠いているアミノ、カルボン酸およびヒドロキシルを表し；該Ｗ’の一方
は、該エポキシドと反応される第二級アミンから誘導され、および該イミドと他方のＷ’
基との間のＲ２結合基の中にあり、および各Ｗ’は同じであるか、または異なり；
　ｂは、２であり、該イミド基は、２つの化学結合によってＰｏｌに結合されているペン
ダント側鎖であり；
　ｄは、１、２または３であり、これは、１～３個のイミド基がＲ２の異なる炭素原子で
Ｒ２に結合されている可能性があることを意味し；ならびに
　ｗは、１もしくはそれより大きい、
ポリマー。
【請求項２】
ｎが、２であり、Ｑが、１，８－ナフタレン無水物、または１，２－ナフタレン無水物に
基づく、請求項１に記載のポリマー。
【請求項３】
前記縮合芳香族環が、１，８－ナフタレンイミド、または１，２－ナフタレンイミド、ま
たはそれらの混合物に基づく、前記請求項１から２のいずれかに記載のポリマー。
【請求項４】
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Ｑが、ナフタレンイミドに基づく、前記請求項１から３のいずれかに記載のポリマー。
【請求項５】
　（ａ）少なくとも１つの式（１ａ）の化合物（式中、Ｗは、ペンダントイミド基をもた
らす、第二級アミノ基（－ＮＨ－）、ヒドロキシルもしくはカルボン酸もしくはそれらの
混合物である）と、
　（ｂ）ペンダントポリエーテル鎖をもたらすために、１つまたはそれより多くのジエポ
キシドおよび／またはポリエポキシド、ならびにＣ２～８アルキレンオキシドまたはそれ
らの任意の組み合わせの単位を含むポリエーテルに基づき、数平均ＭＷ２５０～３５００
の単官能性ポリエーテルアミンから成る群の少なくとも１つのメンバーとを、
反応させることによる付加重合を含むプロセスによって得られる／得ることが可能である
、前記請求項１から４のいずれかに記載のポリマー。
【請求項６】
　ａ）存在する任意の末端アミノ基を、イソシアネート、ラクトン、ヒドロキシカルボン
酸、無水物、環状カーボネート、または（メタ）アクリレートと反応させる工程；
　ｂ）任意のアミノ基の塩化工程ならびに／または任意のアミノ基とモノカルボン酸もし
くはポリカルボン酸、無機酸、リンおよびポリオキソメタレート含有酸または強酸との反
応工程；
　ｃ）存在する任意のアミノ基の窒素酸化物への酸化工程；
　ｄ）存在する任意のアミノ基のアルキル化剤での四級化工程；
　ｅ）存在する任意のヒドロキシル基をイソシアネート、リン酸、ポリリン酸、無水物ま
たはカルボン酸と反応させる工程；
　ｆ）存在する任意の末端エポキシド基を第二級アミンまたはカルボン酸と反応させる工
程；
　ｇ）存在する任意の残留第一級ヒドロキシルおよびアミノ基を、ラクトン、ヒドロキシ
カルボン酸、変性ポリエステルイソシアネートもしくはそれらの任意の組み合わせと反応
させて、ペンダントポリエステル鎖を形成する工程；
　ｈ）該付加ポリマーを、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシド、
スチレンオキシドまたはそれらの混合物から誘導されたまたは得ることが可能なＣ３～２

８ヒドロカルビルアルコキシレートと、ブレンドする工程；
　ｉ）またはそれらのａ）～ｈ）の任意の組み合わせ
を含む、任意の残留アミノ、ヒドロキシルまたはエポキシ基をさらに反応させるための１
つまたはそれより多くの工程をさらに特定することによって調製される、請求項５に記載
のポリマー。
【請求項７】
ａ）、ｃ）、ｄ）、ｅ）、ｆ）またはｇ）から選択される少なくとも１つの他の工程を含
む、任意の残留アミノ、ヒドロキシルまたはエポキシ基をさらに反応させるための１つま
たはそれより多くの工程をさらに特定することによって調製される、請求項６に記載のポ
リマー。
【請求項８】
　（ａ）少なくとも１つの式（１ａ）の化合物（式中、Ｗは、ペンダントイミド基をもた
らす、第二級アミノ基（－ＮＨ－）、ヒドロキシルもしくはカルボン酸もしくはそれらの
混合物である）を、
　（ｂ）１つまたはそれより多くのジエポキシドおよび／またはポリエポキシド、ならび
に置換されているＣ３～２８ヒドロカルビルアミンの少なくとも１つのメンバー；または
アミノアルコールの少なくとも１つ；またはそれらの混合物と
反応させる工程；および
　次のいずれかまたは両方の工程：
　（ｃ）工程（ｂ）からの存在する任意の残留第一級ヒドロキシルおよびアミノ基を、ラ
クトン、ヒドロキシカルボン酸、変性ポリエステルイソシアネートまたはそれらの任意の
組み合わせと反応させて、ペンダントポリエステル鎖を形成する工程；または
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　（ｄ）工程（ｂ）からの任意のヒドロキシルおよびアミノ基を、エチレンオキシド、プ
ロピレンオキシド、ブチレンオキシド、スチレンオキシド、変性ポリエーテルイソシアネ
ートまたはそれらの任意の組み合わせと反応させて、ペンダントポリエーテル鎖を形成す
る工程
による付加重合を含むプロセスによって得られる／得ることが可能である、前記請求項１
から４のいずれかに記載のポリマー。
【請求項９】
　ａ）存在する任意の末端アミノ基を、イソシアネート、無水物、環状カーボネート、ま
たは（メタ）アクリレートと反応させる工程；
　ｂ）任意のアミノ基の塩化工程および／または任意のアミノ基とモノカルボン酸もしく
はポリカルボン酸、無機酸、リンおよびポリオキソメタレート含有酸または強酸との反応
工程；
　ｃ）存在する任意のアミノ基の窒素酸化物への酸化工程；
　ｄ）存在する任意のアミノ基のアルキル化剤での四級化工程；
　ｅ）存在する任意のヒドロキシル基をイソシアネート、リン酸、ポリリン酸、無水物ま
たはカルボン酸と反応させる工程；
　ｆ）存在する任意の末端エポキシド基を第二級アミンまたはカルボン酸と反応させる工
程；
　ｇ）該付加ポリマーを、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシド、
スチレンオキシドまたはそれらの混合物から誘導されたまたは得ることが可能なＣ３～２

８ヒドロカルビルアルコキシレートと、ブレンドする工程；
　ｈ）またはそれらの任意の組み合わせ
を含む、任意の残留アミノ、ヒドロキシルまたはエポキシ基をさらに反応させるための１
つまたはそれより多くの工程をさらに特定することによって調製される、請求項８に記載
のポリマー。
【請求項１０】
粒子状固体と、非極性有機媒体と、少なくとも１つの芳香族イミド基を有するポリマーと
を含む組成物であって、該ポリマーが前記請求項１から９のいずれかに記載のポリマーに
よって表される、組成物。
【請求項１１】
粒子状固体と、極性有機媒体と、少なくとも１つの芳香族イミド基を有するポリマーとを
含む組成物であって、該ポリマーが前記請求項１から９のいずれかに記載のポリマーによ
って表される、組成物。
【請求項１２】
粒子状固体と、水性媒体と、少なくとも１つの芳香族イミド基を有するポリマーとを含む
組成物であって、該ポリマーが前記請求項１から９のいずれかに記載のポリマーによって
表される、組成物。
【請求項１３】
前記組成物が、ミルベース、塗料またはインクである、前記請求項１０から１２のいずれ
かに記載の組成物。
【請求項１４】
前記粒子状固体が、顔料またはフィラーである、前記請求項１０から１３のいずれかに記
載の組成物。
【請求項１５】
結合剤をさらに含む、前記請求項１０から１４のいずれかに記載の組成物。
【請求項１６】
前記ポリマーが、前記組成物の０．５重量％～３０重量％の範囲の量で存在する、前記請
求項１０から１５のいずれかに記載の組成物。
【請求項１７】
前記請求項１０から１６のいずれかに記載の組成物における分散剤としての、前記請求項



(5) JP 6577946 B2 2019.9.18

10

20

30

40

50

１から９のいずれかに記載のポリマーの使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　発明の分野
　本発明は、粒子状固体と、有機または水性媒体と、ポリマーとを含有する組成物であっ
て、これらが、縮合または非縮合芳香族イミド基を含有する、第一級アミン、アミノアル
コール、アミノ酸、ヒドロキシ酸、ジオールまたはアルコールと、有機ジエポキシドまた
は有機ポリエポキシドとの反応生成物であり得る、組成物に関する。本発明は、塗装剤、
インク、トナー、プラスチック材料（例えば、熱可塑性材料）、可塑剤、プラスチゾル、
粗研磨およびフラッシュ用の組成物をさらに提供する。
【背景技術】
【０００２】
　発明の背景
　インク、塗料、ミルベースおよびプラスチック材料などの多くの配合物は、水性、極性
または非極性有機媒体に粒子状固体を均質に分布させるために有効な分散剤を必要とする
。インクの場合、高解像度および高品質の印刷製品を生じさせることは、インク製造者に
とって望ましい。とどまることなく多様化するベース基材、樹脂および顔料に対する要求
を満たすような印刷法の適応性は難題である。顔料分散体は、最終塗膜の良好な接着およ
び耐性を確保するために使用される様々な配合物と適合性でなければならない。顔料の分
散または安定化不良は、有機または水性液状媒体（例えば、インク、塗料または塗装剤）
中での凝集または沈降分離をもたらし、光沢感および美感を下げることもある。
【０００３】
　米国特許第７，２６５，１９７号（Ｈｕｂｅｒら、２００７年９月４日公開）には、式
：
【化１】

（式中、Ｒ１は個々に、ＨおよびＣＨ３から選択され、ｎは４～４００の整数である）
を有する分散剤を含むインク組成物中の分散性顔料が開示されている。
【０００４】
　国際公開第２００８／０２８９５４号（Ｔｈｅｔｆｏｒｄ、２００８年３月１３日公開
）には、極性有機媒体中および非極性有機媒体中の両方の、末端酸性基を含有するイミド
分散剤化合物であって、次の構造
【化２】
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（式中、Ｔは、－（ＣＨ２）３－または－ＣＨ２ＣＨ（ＣＨ３）－であり；Ｒ’は、Ｈ、
または場合により置換されているＣ１～５０－ヒドロカルビル基、または場合により置換
されているＣ１～５０－ヒドロカルボニルであり；Ｙは、Ｃ２～４－アルキレンオキシで
あり；ｘは、２～９０であり；およびｑは、１または２であるが、但し、式（１ａ）中の
ｑが１である場合、Ｔは－（ＣＨ２）３－であり、ｑが２である場合、Ｔは－（ＣＨ２）

３－または－ＣＨ２ＣＨ（ＣＨ３）－である）
によって表される分散剤化合物が開示されている。
【０００５】
　米国特許第５，６８８，３１２号（Ｓａｃｒｉｐａｎｔｅら、１９９７年１１月１８日
公開）には、着色剤とイミドまたはビスイミドとで構成されるインク組成物が開示されて
いる。このイミドまたはビスイミドは、フタル酸無水物とモノアミンまたはジアミンとの
反応によって調製され得る。
【０００６】
　国際特許出願国際公開第２００７／１３９９８０号（Ｒｏｍａｎｏｖａら、２００７年
１２月６日公開）には、少なくとも１つの二無水物と少なくとも２つの互いに異なる反応
物との反応生成物が開示されており、前記反応物の各々は、第一級もしくは第二級アミノ
、ヒドロキシルまたはチオール官能基を含有し、前記反応物の少なくとも１つは、高分子
である。
【０００７】
　米国特許第６，４４０，２０７号（Ｓｃｈｕｌｚ、２００２年８月２７日公開）には、
１種またはそれより多種の芳香族ポリアルキレンオキシド分散剤を含有する水性系用の分
散性乾燥有機顔料を調製する方法が開示されている。芳香族ポリアルキレンオキシド分散
剤は、２５０ｇの脱イオン水が入っているオートクレーブの中で、１９．８（０．１００
モル）の１，８－ナフタル酸無水物と、１０５（０．１０５モル）のＪｅｆｆａｍｉｎｅ
（商標）ＸＴＪ－５０６（８３重量％エチレンオキシド、１７重量％プロピレンオキシド
）とを反応させることによって調製され得る。
【０００８】
　２０１３年４月２５日に出願された、発明の名称が「Ａｒｏｍａｔｉｃ　Ｄｉｓｐｅｒ
ｓａｎｔ　Ｃｏｍｐｏｓｉｔｉｏｎ」である、（Ｓｈｏｏｔｅｒ、Ｔｈｅｔｆｏｒｄおよ
びＲｉｃｈａｒｄｓによる）国際特許出願ＰＣＴ／ＵＳ１３／０３８１１４には、少なく
とも１つの芳香族イミドペンダント基を有するポリマー鎖を含むポリマーが開示されてい
る。
【０００９】
　２０１３年４月２４日に出願された、発明の名称が「Ａｒｏｍａｔｉｃ　Ｄｉｓｐｅｒ
ｓａｎｔ　Ｃｏｍｐｏｓｉｔｉｏｎ」である、（Ｓｈｏｏｔｅｒ、Ｔｈｅｔｆｏｒｄおよ
びＲｉｃｈａｒｄｓによる）国際特許出願ＰＣＴ／ＵＳ１３／０３７９２８には、少なく
とも１つの縮合芳香族イミドペンダント基を有するポリマー鎖を含むポリマーが開示され
ている。
【００１０】
　米国特許第５，１２８，３９３号（Ｐｅｎｇら、１９９２年７月７日公開）には、有機
モノエポキシドまたはポリエポキシドとイミダゾリン部分を含有する第一級アミンとの反
応生成物である顔料分散剤が開示されている。
【００１１】
　米国特許第５，３２４，７５６号（Ｇｅｂｒｅｇｉｏｒｇｉｓ、１９９４年６月２８日
公開）には、高い顔料対結合剤比を可能にする利点があり、電着塗装組成物中の揮発性有
機分含有量を最少にする、顔料分散剤が開示されている。
【００１２】
　米国特許第８，２３６，１５７号（Ｇｅｂｒｅｇｉｏｒｇｉｓ、２０１０年１０月２１
日公開）には、アミノ化ビスフェノールエポキシ樹脂のカルボン酸塩とアルコキシ化スチ
レン化フェノールとから本質的に成る顔料分散樹脂が開示されている。
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【００１３】
　米国特許第７，３１２，２６０号（Ｋｒａｐｐｅら、２００５年１月２７日公開）には
、湿潤剤および分散剤としての使用に適しており、単官能性または多官能性芳香族エポキ
シドとポリオキシアルキレンモノアミンを反応させることによって得ることが可能である
、付加化合物が開示されている。
【００１４】
　米国特許出願公開第２００６／００８９４２６号（Ｈａｕｂｅｎｎｅｓｔｅｌら、２０
０６年４月２７日公開）には、５００ｇ／モルより大きい数平均分子量を有するアルコキ
シ化エポキシド－アミン付加体が開示されている。
【００１５】
　米国特許出願公開第２００９／０２２１７４５号（Ｏｒｔｈら、２００９年９月３日公
開）には、湿潤および分散剤として適しており、Ａ）ポリエポキシドと、Ｂ）少なくとも
１つの脂肪族および／または芳香脂肪族（ａｒａｌｉｐｈａｔｉｃ）第一級アミンと、Ｃ
）変性ポリアルコキシレートイソシアネートとを反応させてウレタンを形成することから
得ることが可能である、化合物が開示されている。
【００１６】
　米国特許出願公開第２００８／００４７４６２号（Ｋｌｅｉｎら、２００８年２月２８
日公開）には、インクとして有用な組成物であって、溶媒と、顔料と、顔料分散に有効な
量の所与の構造の水溶性分散剤とを含む組成物が開示されている。
【００１７】
　米国特許出願公開第２００８／０１１９６１３号（Ｋｌｅｉｎら、２００８年５月２２
日公開）には、単官能性のアミン末端ポリエーテルをポリオールのグリシジルエーテルと
反応させることによって形成される水溶性生成物が開示されている。
【００１８】
　米国特許出願公開第２０１０／０２２７９５０号（Ｎｇｕｙｅｎら、２０１０年９月９
日公開）には、顔料分散に有効な量の所与の式の分散剤である、顔料成分が開示されてい
る。
【００１９】
　米国特許第５，８５２，１２３号（Ｈｕｙｂｒｅｃｈｔｓ、１９９８年１２月２２日公
開）には、アクリル系グラフトコポリマーに基づく顔料用のポリマー分散剤であって、前
記グラフトコポリマーが、主鎖、マクロモノマー、または主鎖とマクロモノマーの両方に
結合されている、少なくとも約１重量パーセントのイミドまたは尿素官能性分散性置換基
を有する、ポリマー分散剤が開示されている。
【００２０】
　国際公開第００／１２５８２号（Ｓｉｍｍｓら、２０００年３月９日公開）には、アク
リル系ポリマー主鎖と、その主鎖から垂れ下がっている、ポリエステル側鎖、環状イミド
基および第四級アンモニウム基とを有するグラフトポリマーの高分子顔料分散剤が開示さ
れている。
【００２１】
　日本特許出願特開２０１３－０５３２００号（田中ら、２０１１年９月２日公開）には
、分散樹脂としての環状イミド含有水性ポリウレタンと、顔料と、分散剤とを含む分散体
が開示されている。
【００２２】
　米国特許第５，４２４，３４６号（Ｓｉｍｍｓら、１９９５年６月１３日公開）には、
２０～８５％のカルボン酸官能性ポリエステルコポリマーと、１０～５０％のオキシラン
置換アクリル系コポリマーと、イソインドリノ基を有する２～２０％のイミド化合物との
反応生成物である、ポリエステル／アクリル系くし型ポリマーが開示されている。
　日本特許出願特開２０１２－２１１２２８号（村上ら、２０１２年１１月１日公開）に
は、ＭＷ５００～５，０００を有するＡ－Ｂブロックコポリマーが開示されている。ポリ
マーブロックＡは、少なくとも１構成要素であるメタクリル酸を構成成分とし、Ｂのポリ
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マーブロックは、２つまたはそれより多くのカルボキシル基を有する。
　Ｐｒｏｇｒｅｓｓ　ｉｎ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｏａｔｉｎｇｓ　３５（１９９９）２０
５～２１４に公開された「Ａ　ｎｅｗ　ｇｒａｆｔ　ｃｏｐｏｌｙｍｅｒ　ｐｉｇｍｅｎ
ｔ　ｄｉｓｐｅｒｓａｎｔ　ｓｙｎｔｈｅｓｉｓ」と題する学術論文には、エポキシド官
能性アクリレート上にフタルイミドをグラフトさせることが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００２３】
【特許文献１】米国特許第７，２６５，１９７号明細書
【特許文献２】国際公開第２００８／０２８９５４号
【特許文献３】米国特許第５，６８８，３１２号明細書
【特許文献４】国際公開第２００７／１３９９８０号
【特許文献５】米国特許第６，４４０，２０７号明細書
【特許文献６】米国特許第５，１２８，３９３号明細書
【特許文献７】米国特許第５，３２４，７５６号明細書
【特許文献８】米国特許第８，２３６，１５７号明細書
【特許文献９】米国特許第７，３１２，２６０号明細書
【特許文献１０】米国特許出願公開第２００６／００８９４２６号明細書
【特許文献１１】米国特許出願公開第２００９／０２２１７４５号明細書
【特許文献１２】米国特許出願公開第２００８／００４７４６２号明細書
【特許文献１３】米国特許出願公開第２００８／０１１９６１３号明細書
【特許文献１４】米国特許出願公開第２０１０／０２２７９５０号明細書
【特許文献１５】米国特許第５，８５２，１２３号明細書
【特許文献１６】国際公開第００／１２５８２号
【特許文献１７】特開２０１３－０５３２００号公報
【特許文献１８】米国特許第５，４２４，３４６号明細書
【特許文献１９】特開２０１２－２１１２２８号公報
【非特許文献】
【００２４】
【非特許文献１】Ｐｒｏｇｒｅｓｓ　ｉｎ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｏａｔｉｎｇｓ　３５（
１９９９）２０５～２１４
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００２５】
　発明の要旨
　本発明の目的の一つは、最終組成物の、色強度の改善もしくは他の着色特性の改善、粒
子状固体充填量の増加、および／または改善された明るさを有する、改善された分散体の
形成を可能にする上に、低下された粘度、良好な分散安定性、低減された粒径および低減
された粒径分布（通常、平均１５０ｎｍもしくはそれ未満、例えば７０～１３５ｎｍの範
囲に低減される）、低減されたヘイズ、改善された光沢、および向上したジェットネス（
ｊｅｔｎｅｓｓ）（とりわけ、組成物が黒色の場合）を有する組成物の生成も可能にする
、化合物を提供することである。本発明の組成物は、周囲温度での保管および高温保管条
件下でも安定であり得る。
【００２６】
　電子吸引基は、有機合成の当業者に周知である。電子吸引基の例としては、ハロゲン（
例えば、－Ｃｌ、－Ｂｒまたは－Ｆ）、ニトリル、カルボニル基、ニトロ基、スルファモ
イル基、スルホネート基、ヒドロキシ基またはアミノ基が挙げられるが、これらに限定さ
れない。
【００２７】
　電子吸引基は、活性化基または不活性化基のいずれであってもよい。
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【００２８】
　活性化基としては、ヒドロキシ基、アミノ基、またはハロゲンが挙げられ得る。通常、
活性化基としては、－Ｃｌまたは－Ｂｒなどのハロゲンが挙げられ得る。
【００２９】
　不活性化基としては、ニトリル、カルボキシル基、ニトロ基、スルファモイル基、また
はスルホネート基が挙げられ得る。通常、不活性化基としては、ニトロ基、カルボキシル
基またはスルホネート基が挙げられ得る。
【００３０】
　通常、電子吸引基は、不活性化基であり得る。
【００３１】
　本発明は、式（１）のポリマー：
【化３】

を提供し、式中、式（１）の分散剤は、末端および／またはペンダントイミド基を有し、
側鎖イミド基は、式（１ａ）によって表されるイミド化合物：
【化４】

から誘導され、これらの式中、
　Ｒ１は、置換基への結合に利用可能なＱ環上の任意の位置にある置換基であり得、Ｒ１

は、独立して、－Ｈ、または電子吸引基（例えば、－ＮＯ２、－ＳＯ２ＮＲ’２、－Ｃ（
Ｏ）Ｒ’、－ＳＯ３Ｍ、ハロ、例えば－Ｃｌもしくは－Ｂｒ、－ＮＨ２、または－ＯＲ’
）、または電子供与基（例えば、アルキル基、例えば－ＣＨ３）の１つまたはそれより多
くのものによって表されることがある（通常、Ｒ１が－Ｈ以外であり得る場合、ａによっ
て定義される非Ｈ基の数は、０～２、０～１、または１であり得る）。例えば、Ｒ１は、
－Ｈ、－ＣＨ３、－Ｃｌもしくは－Ｂｒ、－ＮＯ２、－ＳＯ３Ｍ、または－ＣＮであり得
（通常、ａが０でなくてもよい場合、Ｒ１は、－Ｃｌ、－Ｂｒ、－ＳＯ３Ｍまたは－ＮＯ
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２であり得る）；Ｍは、Ｈ、金属カチオン、ＮＲ’４
＋、またはそれらの混合物であり得

；Ｒ’は、－Ｈであってもよいし、通常１～２０個または１～１０個の炭素原子を含有す
る、場合により置換されているアルキルであってもよく、この置換基は、ヒドロキシルも
しくはハロ（通常、ＣｌもしくはＢｒ）、またはそれらの混合物であり得；
　Ｑは、４ｎ＋２のπ電子を含有する縮合芳香族環または非縮合芳香族環であり得、ここ
で、ｎ＝１または１より大きく（通常、１～３、または１～２または１もしくは２であり
）、Ｑは、５または６員（通常、５員）イミド環を形成するようにイミド基に結合されて
いることもあり；
　Ｒ２は、Ｃ１～Ｃ２０ヒドロカルビレン基、もしくはＣ１～Ｃ１２ヒドロカルビレン基
、もしくはＣ１～Ｃ６ヒドロカルビレン基（Ｒ２が２個より多くの炭素原子を含有する場
合、ヒドロカルビレン基は、直鎖状であってもよいし、または分枝鎖状であってもよい）
、またはそれらの混合物であり得；Ｒ２は、酸素および／または窒素原子を含むこともあ
り、この場合、Ｒ２の酸素または窒素１個ごとに少なくとも２個の炭素原子があり、これ
らは、Ｒ２にエーテル型結合、エステル型結合およびアミド型結合を含み；
　Ｐｏｌは、
　　ポリエーテル
　　ポリエステル、
　　それらの混合ポリエーテル／ポリエステルペンダント側鎖［ポリエステル基がポリマ
ーに結合する場合］
　　それらの混合ポリエステル／ポリエーテルペンダント側鎖［ポリエーテル基がポリマ
ーに結合する場合］
　　またはそれらの混合物
の１つまたはそれより多くのものである少なくとも１つのペンダント側鎖（通常、複数の
ペンダント側鎖）を含むジエポキシドまたはポリエポキシドであり得；
　Ｐｏｌと各Ｗ’との結合（複数可）は、（ｗによって定義される通り）１つまたはそれ
より多くの末端および／またはペンダント側鎖イミド基をＰｏｌ上の１つまたはそれより
多くの位置でＰｏｌに結合すること、および各イミド基を（ｂによって定義される通り）
１つまたはそれより多くの結合によってＰｏｌに結合することを可能にし；
　Ｗは、エポキシド基との反応が可能な任意の基、例えば、第一級および第二級アミン、
カルボン酸ならびにヒドロキシル基であり得；
　Ｗ’は、Ｈを欠いているアミノ、カルボン酸およびヒドロキシルを表し、通常、アミノ
、ヒドロキシまたはカルボキシル基とエポキシドの間に化学結合を形成する従来の反応で
の、イミド含有基のアミノ、ヒドロキシルまたはカルボキシル基、通常はアミノまたはヒ
ドロキシルと、ジエポキシドまたはポリエポキシドとの反応の残基であり；ｂが２である
場合には、Ｗ’の一方は、前記エポキシドと反応される第二級アミンから誘導され得、お
よび前記イミドと他方のＷ’基との間のＲ２結合基内にあり得、、ｂが２である場合、各
Ｗ’基は同じであってもよいし、異なってもよく；
　ｂは、１または２であり得、ｂが１である場合、前記イミド基は、末端にあることもあ
り、Ｗがヒドロキシルもしくはカルボン酸である場合は１つの化学結合によって、または
ＷがＮＨ２である場合はペンダント側鎖によってＰｏｌに結合されていることもあり、ｂ
が２である場合、イミド基は、２つの化学結合によってＰｏｌに結合されている側鎖であ
り；
　ｄは、１、２もしくは３、１もしくは２、または１であり得、これは、１～３個のイミ
ド基がＲ２の異なる炭素原子でＲ２に結合されている可能性があることを意味し、ならび
に
　ｗは、１もしくはそれより大きく、または２、３もしくは４～１００、または２、３も
しくは４～２５、または４～２０であり得る。
【００３２】
　一実施形態では、芳香族イミドの芳香族環（Ｑ）部分上の置換基Ｒ１（複数可）は、第
二の複素環を形成せず、詳細には、ジカルボン酸の第二のイミドも無水物も形成しない。
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【００３３】
　さらなる実施形態では、ポリマーは、ポリエステル、ポリエーテル、ポリエーテル／ポ
リエステル、ポリエステル／ポリエーテルまたはそれらの組み合わせの、他のペンダント
可溶化鎖を含有することもある。
【００３４】
　一実施形態では、本発明のポリマー（一般に式（１）によって表される）は、有機ジエ
ポキシドまたは有機ポリエポキシドを第一級アミン、アミノアルコール、アミノ酸、ヒド
ロキシ酸、ジオールまたはアルコールと反応させる方法であって、前記第一級アミン、ア
ミノアルコール、アミノ酸、ヒドロキシ酸、ジオールまたはアルコールが縮合または非縮
合芳香族イミド基を含有するものである方法によって得られ得る／得ることが可能であり
得る。イミドを形成するための反応を、イミド形成に有利であるような当業者に公知の十
分に高い温度、例えば、少なくとも１００℃、または１２０℃もしくは１５０℃～２００
℃で行ってもよい。
　一実施形態において、例えば、以下の項目が提供される。
（項目１）
式（１）：
【化５】

によって表されるポリマーであって、
式（１）の分散剤は、末端および／またはペンダントイミド基を有し、該側鎖イミド基が
、式（１ａ）：
【化６】

によって表されるイミド化合物から誘導され、これらの式中、
　Ｒ１は、置換基への結合に利用可能なＱ環上の任意の位置にある置換基であり、Ｒ１は
、独立して、－Ｈ、または電子吸引基（例えば、－ＮＯ２、－ＳＯ２ＮＲ’２、－Ｃ（Ｏ
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）Ｒ’、－ＳＯ３Ｍ、ハロ、例えば－Ｃｌもしくは－Ｂｒ、－ＮＨ２、または－ＯＲ’）
、または電子供与基（例えば、アルキル基、例えば－ＣＨ３）の１つまたはそれより多く
のものによって表され；
　Ｑは、４ｎ＋２のπ電子を含有する縮合芳香族環または非縮合芳香族環であり、ここで
、ｎ＝１またはそれより大きく（通常、１～３、または１～２または１または２）、Ｑは
、５または６員（通常、５員）イミド環を形成するように該イミド基に結合されており；
　Ｒ２は、Ｃ１～Ｃ２０ヒドロカルビレン基、もしくはＣ１～Ｃ１２ヒドロカルビレン基
、もしくはＣ１～Ｃ６ヒドロカルビレン基、またはそれらの混合物であり；
　Ｒ２は、酸素および／または窒素原子であり、この場合、Ｒ２の酸素または窒素１個ご
とに少なくとも２個の炭素原子があり、これらは、Ｒ２にエーテル型結合、エステル型結
合およびアミド型結合を含み；
　Ｐｏｌは、
　　ポリエーテル、
　　ポリエステル、
　　それらの混合ポリエーテル／ポリエステルペンダント側鎖、
　　それらの混合ポリエステル／ポリエーテルペンダント側鎖、
　　またはそれらの混合物
の１つまたはそれより多くのものである少なくとも１つのペンダント側鎖（通常は複数の
ペンダント側鎖）を含むジエポキシドまたはポリエポキシドであり；
　Ｐｏｌと各Ｗ’との結合（複数可）は、（ｗによって定義される通り）１つまたはそれ
より多くの末端および／またはペンダント側鎖イミド基をＰｏｌ上の１つまたはそれより
多くの位置でＰｏｌに結合すること、および各イミド基を（ｂによって定義される通り）
１つまたはそれより多くの結合によってＰｏｌに結合することを可能にし；
　Ｗは、エポキシド基との反応が可能な任意の基、例えば、第一級および第二級アミン、
カルボン酸ならびにヒドロキシル基であり；
　Ｗ’は、Ｈを欠いているアミノ、カルボン酸およびヒドロキシルを表し、通常、アミノ
、ヒドロキシまたはカルボキシル基とエポキシドの間に化学結合を形成する従来の反応で
の、イミド含有基のアミノ、ヒドロキシルまたはカルボキシル基、通常はアミノまたはヒ
ドロキシルと、ジエポキシドまたはポリエポキシドとの反応の残基であり；ｂが２である
場合には、該Ｗ’の一方は、該エポキシドと反応される第二級アミンから誘導され、およ
び該イミドと他方のＷ’基との間のＲ２結合基の中にあり、ｂが２である場合、各Ｗ’は
同じであるか、または異なり；
　ｂは、１または２であり、ｂが１である場合、該イミド基は、末端であり、かつＷがヒ
ドロキシルもしくはカルボン酸である場合は１つの化学結合によって該Ｐｏｌに結合され
得るか、またはＷがＮＨ２である場合はペンダント側鎖であり得るかのいずれかであり、
ｂが２である場合、該イミド基は、２つの化学結合によってＰｏｌに結合されている側鎖
であり；
　ｄは、１、２または３、１または２、または１であり、これは、１～３個のイミド基が
Ｒ２の異なる炭素原子でＲ２に結合されている可能性があることを意味し；ならびに
　ｗは、１もしくはそれより大きい、または２、３もしくは４～１００、または２、３も
しくは４～２５、または４～２０である、
ポリマー。
（項目２）
ｎが、２であり、Ｑが、１，８－ナフタレン無水物、または１，２－ナフタレン無水物に
基づく、項目１に記載のポリマー。
（項目３）
前記縮合芳香族環が、１，８－ナフタレンイミド、または１，２－ナフタレンイミド、ま
たはそれらの混合物に基づく、前記項目１から２のいずれかに記載のポリマー。
（項目４）
Ｑが、ナフタレンイミド、例えば、４－ニトロ－１，８－ナフタルイミド（１つのＲ１＝
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ＮＯ２の場合）、３－ニトロ－１，８－ナフタルイミド（１つのＲ１＝ＮＯ２の場合）、
４－クロロ－１，８－ナフタルイミド（１つのＲ１＝Ｃｌの場合）、３－スルホ－１，８
－ナフタルイミド（１つのＲ１＝ＳＯ３Ｈの場合）、またはそれらの混合物に基づく、前
記項目１から３のいずれかに記載のポリマー。
（項目５）
　（ａ）少なくとも１つの式（１ａ）の化合物（式中、ｂ＝１の場合、Ｗは、ペンダント
イミド基をもたらす第一級アミン（－ＮＨ２）であり、および／もしくはＷは、末端イミ
ド基をもたらす、ヒドロキシルもしくはカルボン酸であり；ならびに／またはｂ＝２の場
合、Ｗは、ペンダントイミド基をもたらす、第二級アミノ基（－ＮＨ－）、ヒドロキシル
もしくはカルボン酸もしくはそれらの混合物である）と、
　（ｂ）ペンダントポリエーテル鎖をもたらすために、１つまたはそれより多くのジエポ
キシドおよび／またはポリエポキシド、ならびにＣ２～８、通常はＣ２～４アルキレンオ
キシド（例えば、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシド）またはそ
れらの任意の組み合わせを含むポリエーテルに基づき、数平均ＭＷ２５０～３５００の単
官能性ポリエーテルアミンから成る群の少なくとも１つのメンバーとを、場合により、
　（ｃ）置換されているＣ３～２８ヒドロカルビルアミンの少なくとも１つのメンバー；
またはアミノアルコールの少なくとも１つ；またはそれらの混合物の存在下で、
反応させることによる付加重合を含むプロセスによって得られる／得ることが可能である
、前記項目１から４のいずれかに記載のポリマー。
（項目６）
　ａ）存在する任意の末端アミノ基を、イソシアネート、ラクトン、ヒドロキシカルボン
酸、無水物、環状カーボネート、または（メタ）アクリレートと反応させる工程；
　ｂ）任意のアミノ基の塩化工程ならびに／または任意のアミノ基とモノカルボン酸もし
くはポリカルボン酸、無機酸、リンおよびポリオキソメタレート含有酸または強酸との反
応工程；
　ｃ）存在する任意のアミノ基の窒素酸化物への酸化工程；
　ｄ）存在する任意のアミノ基のアルキル化剤での四級化工程；
　ｅ）存在する任意のヒドロキシル基をイソシアネート、リン酸、ポリリン酸、無水物ま
たはカルボン酸と反応させる工程；
　ｆ）存在する任意の末端エポキシド基を第二級アミンまたはカルボン酸と反応させる工
程；
　ｇ）存在する任意の残留第一級ヒドロキシルおよびアミノ基を、ラクトン、ヒドロキシ
カルボン酸、変性ポリエステルイソシアネートもしくはそれらの任意の組み合わせと反応
させて、ペンダントポリエステル鎖を形成し、場合により、ラクトンおよび／もしくはヒ
ドロキシカルボン酸から誘導されたポリエステル鎖のヒドロキシル末端基を、変性ポリエ
ーテルイソシアネートとさらに反応させて、ブロックポリエーテル／ポリエステルペンダ
ント鎖を形成する工程；または
存在する任意のヒドロキシルおよびアミノ基を、エチレンオキシド、プロピレンオキシド
、ブチレンオキシド、スチレンオキシド、変性ポリエーテルイソシアネートもしくはそれ
らの任意の組み合わせと反応させて、ペンダントポリエーテル鎖を形成し、場合により、
エチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシド、スチレンオキシドもしくは
それらの混合物から誘導されたポリエーテル鎖のヒドロキシル末端基を、変性ポリエステ
ルイソシアネートとさらに反応させて、ブロックポリエステル／ポリエーテルペンダント
鎖を形成する工程；
　ｈ）該付加ポリマーを、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシド、
スチレンオキシドまたはそれらの混合物から誘導されたまたは得ることが可能なＣ３～２

８ヒドロカルビルアルコキシレートと、ブレンドする工程；
　ｉ）またはそれらのａ）～ｈ）の任意の組み合わせ
を含む、任意の残留アミノ、ヒドロキシルまたはエポキシ基をさらに反応させるための１
つまたはそれより多くの工程をさらに特定することによって調製される、項目５に記載の
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ポリマー。
（項目７）
ａ）、ｃ）、ｄ）、ｅ）、ｆ）またはｇ）から選択される少なくとも１つの他の工程を含
む、任意の残留アミノ、ヒドロキシルまたはエポキシ基をさらに反応させるための１つま
たはそれより多くの工程をさらに特定することによって調製される、項目６に記載のポリ
マー。
（項目８）
　（ａ）少なくとも１つの式（１ａ）の化合物（式中、ｂ＝１の場合、Ｗは、ペンダント
イミド基をもたらす第一級アミン（－ＮＨ２）であり、および／もしくはＷは、末端イミ
ド基をもたらす、ヒドロキシルもしくはカルボン酸であり；ならびに／またはｂ＝２の場
合、Ｗは、ペンダントイミド基をもたらす、第二級アミノ基（－ＮＨ－）、ヒドロキシル
もしくはカルボン酸もしくはそれらの混合物である）を、
　（ｂ）１つまたはそれより多くのジエポキシドおよび／またはポリエポキシド、ならび
に置換されているＣ３～２８ヒドロカルビルアミンの少なくとも１つのメンバー；または
アミノアルコールの少なくとも１つ；またはそれらの混合物と
反応させる工程；および
　次のいずれかまたは両方の工程：
　（ｃ）工程（ｂ）からの存在する任意の残留第一級ヒドロキシルおよびアミノ基を、ラ
クトン、ヒドロキシカルボン酸、変性ポリエステルイソシアネートまたはそれらの任意の
組み合わせと反応させて、ペンダントポリエステル鎖を形成し、場合により、ラクトンお
よび／またはヒドロキシカルボン酸から誘導されたポリエステル鎖のヒドロキシル末端基
を、変性ポリエーテルイソシアネートとさらに反応させて、ブロックポリエーテル／ポリ
エステルペンダント鎖を形成する工程；または
　（ｄ）工程（ｂ）からの任意のヒドロキシルおよびアミノ基を、エチレンオキシド、プ
ロピレンオキシド、ブチレンオキシド、スチレンオキシド、変性ポリエーテルイソシアネ
ートまたはそれらの任意の組み合わせと反応させて、ペンダントポリエーテル鎖を形成し
、場合により、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシド、スチレンオ
キシドまたはそれらの混合物から誘導されたポリエーテル鎖のヒドロキシル末端基を、変
性ポリエステルイソシアネートとさらに反応させて、ブロックポリエステル／ポリエーテ
ルペンダント鎖を形成する工程
による付加重合を含むプロセスによって得られる／得ることが可能である、前記項目１か
ら４のいずれかに記載のポリマー。
（項目９）
　ａ）存在する任意の末端アミノ基を、イソシアネート、無水物、環状カーボネート、ま
たは（メタ）アクリレートと反応させる工程；
　ｂ）任意のアミノ基の塩化工程および／または任意のアミノ基とモノカルボン酸もしく
はポリカルボン酸、無機酸、リンおよびポリオキソメタレート含有酸または強酸との反応
工程；
　ｃ）存在する任意のアミノ基の窒素酸化物への酸化工程；
　ｄ）存在する任意のアミノ基のアルキル化剤での四級化工程；
　ｅ）存在する任意のヒドロキシル基をイソシアネート、リン酸、ポリリン酸、無水物ま
たはカルボン酸と反応させる工程；
　ｆ）存在する任意の末端エポキシド基を第二級アミンまたはカルボン酸と反応させる工
程；
　ｇ）該付加ポリマーを、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシド、
スチレンオキシドまたはそれらの混合物から誘導されたまたは得ることが可能なＣ３～２

８ヒドロカルビルアルコキシレートと、ブレンドする工程；
　ｈ）またはそれらの任意の組み合わせ
を含む、任意の残留アミノ、ヒドロキシルまたはエポキシ基をさらに反応させるための１
つまたはそれより多くの工程をさらに特定することによって調製される、項目８に記載の
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ポリマー。
（項目１０）
粒子状固体と、非極性有機媒体と、少なくとも１つの芳香族イミド基を有するポリマー鎖
とを含む組成物であって、該ポリマーが前記項目１から９のいずれかに記載のポリマーに
よって表される、組成物。
（項目１１）
粒子状固体と、極性有機媒体と、少なくとも１つの芳香族イミド基を有するポリマー鎖と
を含む組成物であって、該ポリマーが前記項目１から９のいずれかに記載のポリマーによ
って表される、組成物。
（項目１２）
粒子状固体と、水性媒体と、少なくとも１つの芳香族イミド基を有するポリマー鎖とを含
む組成物であって、該ポリマーが前記項目１から９のいずれかに記載のポリマーによって
表される、組成物。
（項目１３）
前記組成物が、ミルベース、塗料またはインクである、前記項目１０から１２のいずれか
に記載の組成物。
（項目１４）
前記粒子状固体が、顔料またはフィラーである、前記項目１０から１３のいずれかに記載
の組成物。
（項目１５）
結合剤をさらに含む、前記項目１０から１４のいずれかに記載の組成物。
（項目１６）
前記ポリマーが、前記組成物の０．５重量％～３０重量％、または１重量％～２５重量％
の範囲の量で存在する、前記項目１０から１５のいずれかに記載の組成物。
（項目１７）
前記項目１０から１６のいずれかに記載の組成物における分散剤としての、前記項目１か
ら９のいずれかに記載のポリマーの使用。
【発明を実施するための形態】
【００３５】
　発明の詳細な説明
　本発明は、本明細書で開示するポリマー組成物を提供する。
【００３６】
　本明細書で使用する場合、ヒドロカルビレン基への言及は、直鎖状であることもあり、
または分枝していることもあり、飽和していることもあり、または不飽和であることもあ
る。
【００３７】
　式（１）のポリマーは、１，０００～１００，０００、または１，０００～５０，００
０、または１，０００～３０，０００、または２，０００～２５，０００の数平均分子量
を有することがある。
【００３８】
　事前に調製されたポリマー鎖についての数平均分子量をＧＰＣ分析によって決定しても
よい。インサイチュで調製される（すなわちイミド基からポリマー鎖が成長される）ポリ
マーの数平均分子量を、重合度（ＤＰ）を決定することによって計算してもよく、該重合
度（ＤＰ）は、モノマー［Ｍ］と開始剤［Ｉ］（開始剤は芳香族無水物である）の比に比
例し、式ＤＰ＝［Ｍ］／［Ｉ］によって計算される。重合度を決定するために、したがっ
て分子のポリマー基またはポリマーセグメントの数平均分子量を計算するために、核磁気
共鳴（ＮＭＲ）を用いてもよい。
【００３９】
　Ｒ２により定義されるヒドロカルビレン基の例としては、メチレン、エチレン、プロピ
レン、ブチレン、ペンチレン、ヘキシレン、オクチレン、デシレン、ドデシレン、または
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それらの分枝異性体が挙げられ得る。一実施形態では、Ｒ２により定義されるヒドロカル
ビレン基は、（－ＣＨ２－）３または－ＣＨ２ＣＨ（ＣＨ３）－または－ＣＨ２ＣＨ２－
であり得る。
【００４０】
　Ｒ２は、１～３個、または１～２個、または１個の－ＮＨ２基を有する、アミノアルコ
ール、アミノカルボン酸、またはアミンから誘導され得る。アミノ基は、追加のアルキル
基を含有することもあり、または含有しないこともある。
【００４１】
　式（１ａ）のイミド
　式（１ａ）で表されるイミドは、芳香族無水物とアミノアルコール、ジアミンもしくは
ポリアミン、アミノカルボン酸またはそれらの組み合わせとの反応によって調製され得る
。
【００４２】
　式（１ａ）のイミドを調製するために使用される典型的なアミノアルコールの例は、エ
タノールアミン、３－アミノ－１－プロパノール、４－アミノブタノール、２－アミノブ
タノール、２－アミノ－２－メチル－１－プロパノール、５－アミノ－１－ペンタノール
、５－アミノ－２－ペンタノール、２－アミノ－３－メチル－１－ブタノール、６－アミ
ノ－１－ヘキサノール、２－アミノ－１－ヘキサノール、セリノール、４－アミノシクロ
ヘキサノール、２－（２－アミノエトキシ）エタノール、３－アミノプロパン－１，２－
ジオール、２（３－アミノプロピルアミノ）エタノール、１，３－ジアミノ－２－プロパ
ノール、２－アミノ－２－メチル－１，３－プロパンジオールまたはそれらの混合物であ
り得る。
【００４３】
　式（１ａ）のイミドを調製するために使用される典型的なジアミンまたはポリアミンの
例としては、１－メチル－１，３－プロパンジアミン、ｎ－メチレンエチレンジアミン、
１，２－ジアミノエタン、プロパン－１，３－ジアミン、ブタン－１，４－ジアミン、ペ
ンタン－１，５－ジアミン、ヘキサン－１，６－ジアミン、ドデカン－１，１２－ジアミ
ン、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミンまたはそれらの混合物が挙げられる
。これらは、Ｄａｌｔｏｎ　Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎｓ，２００３，４５３７～４５４５
に記載されているような、無水物とエチレンジアミンなどのジアミンとの反応によって調
製され得る。
【００４４】
　式（１ａ）のイミドを調製するために使用される典型的なアミノカルボン酸（またはア
ミノ酸）の例は、アミノ－Ｃ２～２０－アルキ（アルケニ）レンカルボン酸であり得、１
つより多くのカルボン酸基を含有することもあり、または含有しないこともあり、１つよ
り多くのアミノ基を含有することもあり、または含有しないこともある。アミノカルボン
酸は、ヒドロキシル基などの、ヘテロ原子を含有する他の基を含有することもあり、また
は含有しないこともある。アルキ（アルケニ）レン基は、直鎖状であることもあり、また
は分枝していることもある。アミノカルボン酸のアルキ（アルケニ）レン基は、１２個以
下の炭素原子を含有する。具体例としては、１１－アミノウンデカン酸、１２－アミノド
デカン酸、６－アミノカプロン酸、４－アミノ酪酸、アスパラギン酸、グルタミン酸、リ
シン、アスパラギン、グルタミン、トレオニン、セリン、システイン、β－アラニン、グ
リシン、およびサルコシンが挙げられる。アミノカルボン酸の混合物を使用してもよい。
アミノカルボン酸の例としては、１１－アミノウンデカン酸、１２－アミノドデカン酸、
６－アミノカプロン酸、４－アミノ酪酸、β－アラニン、グリシンおよびサルコシン、ま
たはそれらの混合物が挙げられる。
【００４５】
　４ｎ＋２のπ電子のＱの範囲内で定義される技術的特徴は、ヒュッケル則として当業者
に周知である。通常、ｎは、１に等しい（すなわち、π電子数は６である）こともあり、
または２に等しい（すなわち、π電子数は１０である）こともある。
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【００４６】
　通常、Ｑは、フタル酸無水物（ベンゼンについて）、またはメチル置換フタル酸無水物
（トルエンについて）、１，８－ナフタレン無水物、または１，２－ナフタレン無水物、
またはそれらの混合物に基づく。一実施形態では、Ｑは、１，８－ナフタレン無水物また
は１，２－ナフタレン無水物に基づく。
【００４７】
　Ｑは、フタル酸無水物、例えば、フタル酸無水物（Ｒ１＝Ｈの場合）、４－ニトロ－フ
タル酸無水物もしくは３－ニトロフタル酸無水物（１つのＲ１＝ＮＯ２の場合）、４－ク
ロロフタル酸無水物もしくは３－クロロフタル酸無水物（１つのＲ１＝Ｃｌの場合）基、
４－スルホ－フタル酸無水物もしくは３－スルホ－フタル酸無水物（１つのＲ１＝ＳＯ３

Ｈの場合）、テトラクロロおよびテトラブロモフタル酸無水物、３－ブロモフタル酸無水
物、４－ブロモフタル酸無水物、またはそれらの混合物に基づくこともある。
【００４８】
　Ｑは、ナフタレン無水物、例えば、４－ニトロ－１，８－ナフタルイミドもしくは３－
ニトロ－１，８－ナフタルイミド（１つのＲ１＝ＮＯ２の場合）、４－クロロ－１，８－
ナフタルイミド（１つのＲ１＝Ｃｌの場合）基、４－スルホ－１，８－ナフタルイミドも
しくは３－スルホ－１，８－ナフタルイミド（１つのＲ１＝ＳＯ３Ｈの場合）、またはそ
れらの混合物に基づくこともある。
【００４９】
　一実施形態では、Ｒ１がＨ以外である場合、ａによって定義される非Ｈ基の数は、１ま
たは２であり得る。Ｒ１がＨ以外である場合、Ｒ１によって定義される基は、電子吸引性
（例えば、－ＮＯ２基、－ＳＯ３Ｍ基またはハロ基、通常は－Ｃｌまたは－Ｂｒ）、通常
、電子吸引性であり得る。Ｒ１が電子吸引性である場合、Ｒ１は、イミド基またはその混
合物に対して、メタ置換されていることもあり、またはパラ置換されていることもある。
一実施形態では、Ｒ１は、イミド基に対してメタ置換されていることがある。
【００５０】
　一実施形態では、Ｒ１がＨ以外である場合、ａによって定義される非Ｈ基の数は、０で
あり得る。
【００５１】
　Ｒ１は、通常、水素であり得る。
【００５２】
　Ｒ’は、アルキルであってもよく、または直鎖状であるもしくは分枝しているアルキル
基を有する、場合により置換されているアルキルであってもよい。
【００５３】
　Ｒ’によって定義されるアルキル基としては、メチル、エチル、プロピル、ブチル、ペ
ンチル、ヘキシル、ヘプチル、２－エチルヘキシル、ノニル、デシル、ウンデシル、ドデ
シル、トリデシル、テトラデシル、ペンタデシル、ヘキサデシル、ヘプタデシル、オクタ
デシル、ノナデシル、エイコシル、またはそれらの混合物が挙げられる。一実施形態では
、Ｒ’は、アルカノールから誘導され得る。
【００５４】
　一実施形態では、式（１ａ）によって表されるイミドは、
　（ｉ）アミノ酸、または（ｉｉ）アミノアルコール、または（ｉｉｉ）ジアミンもしく
はポリアミンを、
　芳香族二酸もしくは無水物または他の酸形成性誘導体（例えば、ジエステル、ジアミド
、二酸二塩化物）と
反応させて、酸官能基化芳香族イミド、またはヒドロキシル官能基化芳香族イミド、また
はアミノ官能基化芳香族イミドをそれぞれ形成する工程
を含む方法によって得られ得る／得ることが可能であり得る。イミドを形成するための反
応は、イミド形成に有利であるような当業者に公知の十分に高い温度、例えば、少なくと
も１００℃、または１２０℃もしくは１５０℃～２００℃で行ってもよい。
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【００５５】
　イミドを、１００～２００℃の間の温度で、溶融状態で調製してもよいし、または溶媒
中で調製してもよい。この合成は、試薬の混合を向上させるために揮発性溶媒（ｂｐｔ＜
１００℃）を伴うことがあり、その場合、溶媒は、温度をその溶媒の沸点より上に上昇さ
せると、蒸留により除去される。
【００５６】
　式（１ａ）のイミドを溶媒中で調製して、この中間体の単離を回避する。最高反応温度
は、使用される溶媒の沸点に依存し、適する溶媒の例は、トルエン（ｂｐｔ＝１１０～１
１１℃）、キシレン（ｂｐｔ＝１３７～１４０℃）、プロピレングリコールモノメチルエ
ーテルアセテート（ｂｐｔ＝１４５～１４６℃）、ジプロピレングリコールメチルエーテ
ルアセテート（ｂｐｔ＝２００℃）、またはそれらの混合物である。　
【００５７】
　式（１ａ）のイミドは、ジエポキシドまたはポリエポキシドとの反応前に形成され、ア
ミドとイミドの混合物が存在すると、長期加熱によって重合プロセス中または重合プロセ
ス後にアミドはイミドに転化され得る。イミドの高い転化率を達成するために触媒が必要
であることもあり、多少のアミドが最終生成物中になお存在することもある。
【００５８】
　本発明の式（１）のポリマーを調製する方法を、通常は窒素だが周期表のいずれの不活
性ガスによってもたらされる不活性雰囲気で行ってもよい。
【００５９】
　ポリマー実施形態１
　一実施形態では、式１のポリマーは、
　（ａ）少なくとも１つの式（１ａ）の化合物（式中、ｂ＝１の場合、Ｗは、ペンダント
イミド基をもたらす第一級アミン（－ＮＨ２）であり、および／またはＷは、末端イミド
基をもたらす、ヒドロキシルもしくはカルボン酸であり；および／またはｂ＝２の場合、
Ｗは、ペンダントイミド基をもたらす、第二級アミノ基（－ＮＨ－）、ヒドロキシルもし
くはカルボン酸またはそれらの混合物である）と、
　（ｂ）ペンダントポリエーテル鎖をもたらすために、１つまたはそれより多くのジエポ
キシドおよび／またはポリエポキシド、ならびにＣ２～８、通常はＣ２～４アルキレンオ
キシド（例えば、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシド）またはそ
れらの任意の組み合わせの単位を含むポリエーテルに基づく数平均ＭＷ２５０～３５００
の単官能性ポリエーテルアミンから成る群の少なくとも１つのメンバーとを、場合により
、
　（ｃ）置換されていてもよいＣ３～２８ヒドロカルビルアミンの少なくとも１つのメン
バー、またはアミノアルコールの少なくとも１つ、またはそれらの混合物の存在下で、
反応させることによる付加重合を含むプロセスによって得られ得る／得ることが可能であ
り得る。
【００６０】
　一実施形態では、式１のポリマーを調製するための方法は、置換されていてもよいＣ３

～２８ヒドロカルビルアミン、またはアミノアルコールの少なくとも１つ、またはそれら
の混合物の存在をさらに含む。異なる実施形態では、前記方法は、置換されていてもよい
Ｃ３～２８ヒドロカルビルアミン、またはアミノアルコールの少なくとも１つ、またはそ
れらの混合物の存在を必要としない。
【００６１】
　ジエポキシドまたはポリエポキシドと様々な成分の反応は、当業者に公知である方法に
従って、溶媒中で行ってもよいし、または溶融状態で行ってもよい。アミン基は、エポキ
シドと室温においてさえ反応することになるが、ヒドロキシルおよびカルボン酸基は、よ
り高い温度および場合により触媒を必要とする。特に、反応性の低いエポキシドについて
は、１６０℃までの反応温度を必要とすることもある。４０℃～１５０℃の間の様々であ
り得る温度が用いられ、反応を加速させるために触媒が使用されることもある。触媒は、
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ホスフィン、ホスホニウム塩または第四級アンモニウム塩を含む、いずれのすでに公知の
先行技術触媒から選択してもよい。
【００６２】
　場合により、任意の残留アミノ、ヒドロキシルまたはエポキシ基をさらに反応させるた
めの１またはそれより多くの工程をさらに特定することによってポリマーを調製してもよ
い。さらなる工程としては、以下のものが挙げられる：
　ａ）存在する任意の末端アミノ基を、イソシアネート、ラクトン、ヒドロキシカルボン
酸、無水物、環状カーボネート、または（メタ）アクリレートと反応させる工程；
　ｂ）任意のアミノ基の塩化工程および／または任意のアミノ基とモノカルボン酸もしく
はポリカルボン酸、無機酸、リンおよびポリオキソメタレート（ｐｏｌｙｏｘｏｍｅｔａ
ｌｌａｔｅ）含有酸または強酸との反応工程；
　ｃ）存在する任意のアミノ基の窒素酸化物への酸化工程；
　ｄ）存在する任意のアミノ基のアルキル化剤での四級化工程；
　ｅ）存在する任意のヒドロキシル基をイソシアネート、リン酸、ポリリン酸、無水物ま
たはカルボン酸と反応させる工程；
　ｆ）存在する任意の末端エポキシド基を第二級アミンまたはカルボン酸と反応させる工
程；
　ｇ）存在する任意の残留第一級ヒドロキシルおよびアミノ基を、ラクトン、ヒドロキシ
カルボン酸、変性ポリエステルイソシアネートまたはそれらの任意の組み合わせと反応さ
せて、ペンダントポリエステル鎖を形成し、場合により、ラクトンおよび／またはヒドロ
キシカルボン酸から誘導されたポリエステル鎖のヒドロキシル末端基を、変性ポリエーテ
ルイソシアネートとさらに反応させて、ブロックポリエーテル／ポリエステルペンダント
鎖を形成する工程；または
　存在する任意のヒドロキシルおよびアミノ基を、エチレンオキシド、プロピレンオキシ
ド、ブチレンオキシド、スチレンオキシド、変性ポリエーテルイソシアネートまたはそれ
らの任意の組み合わせと反応させて、ペンダントポリエーテル鎖を形成し、場合により、
エチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシド、スチレンオキシドまたはそ
れらの混合物から誘導されたポリエーテル鎖のヒドロキシル末端基を、変性ポリエステル
イソシアネートとさらに反応させて、ブロックポリエステル／ポリエーテルペンダント鎖
を形成する工程；
　ｈ）前記付加ポリマーを、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシド
、スチレンオキシドまたはそれらの混合物から誘導されたまたは得ることが可能なＣ３～

２８ヒドロカルビルアルコキシレートと、ブレンドする工程；
　ｉ）またはそれらのａ）～ｈ）の任意の組み合わせ。
【００６３】
　通常、上記工程は、ａ）、ｃ）、ｄ）、ｅ）、ｆ）またはｇ）から選択される少なくと
も１つの他の工程を含む。
【００６４】
　ジエポキシドまたはポリエポキシドは、１分子につき２つまたはそれより多くのエポキ
シ基を含有し得る。例えば、ジエポキシドまたはポリエポキシドとしては、Ｃ１～１００

脂肪族または芳香族ジオールのジグリシジルエーテルが挙げられ得る。脂肪族ポリエポキ
シドの例は、１，４－ブタンジオールジグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオール
ジグリシジルエーテル、商品名Ｅｐｏｎｅｘ（商標）で（Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅから）市販
されているシクロアルキルジオールのエポキシ樹脂、ならびに商品名Ｇｒｉｌｏｎｉｔ（
登録商標）で（ＥＭＳ　Ｇｒｉｌｔｅｃｈから）市販されている、ポリエチレングリコー
ルジグリシジルエーテル、ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテルおよびポリテ
トラヒドロフランジグリシジルエーテルなどのエーテル基を含有するものである。芳香族
ポリエポキシドの例としては、ジフェニロールプロパンとエピクロロヒドリンおよびそれ
らの高級同族体との反応生成物が挙げられ、これらは、Ａｌｄｒｉｃｈから市販されてお
り、Ｄ．Ｅ．Ｒ（商標）（Ｄｏｗから）、Ｅｐｉｋｏｔｅ（商標）またはＥｐｏｎ（商標
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）（Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅから）およびＡｒａｌｄｉｔｅ（登録商標）（Ｈｕｎｔｓｍａｎ
から）などの様々な商品名で市販されている。
【００６５】
　単官能性ポリエーテルアミンは、Ｃ１～２４モノヒドロカルビルアルコール開始剤をエ
チレンオキシド、プロピレンオキシドもしくはブチレンオキシドのみとまたはそれらの混
合物と反応させてアルコール末端ポリマー鎖を形成し、その後、そのアルコール末端ポリ
マー鎖をアミンに変換することによって調製され得る。ポリエーテルアミンは、Ｓｕｒｆ
ｏｎａｍｉｎｅ（登録商標）アミンまたはＪｅｆｆａｍｉｎｅ（商標）モノアミンとして
Ｈｕｎｔｓｍａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから市販され得る。Ｓｕｒｆｏｎａｍｉｎｅ
（登録商標）アミンの具体例は、Ｂ６０（１対９のエチレンオキシド対プロピレンオキシ
ド比）、Ｂ１００（プロピレンオキシド）、Ｂ２００（６対２９のエチレンオキシド対プ
ロピレンオキシド比）、Ｌ－１００（３／１９のプロピレンオキシド対エチレンオキシド
混合比）、およびＬ－２０７（１０／３２のプロピレンオキシド対エチレンオキシド混合
比）、Ｌ－２００（４／４１のプロピレンオキシド対エチレンオキシド混合比）、および
Ｌ－３００（８／５８のプロピレンオキシド対エチレンオキシド混合比）である。括弧内
の数字は、それぞれ、プロピレンオキシドおよびエチレンオキシドのおおよその反復単位
である。単官能性ポリエーテルアミンを、米国特許第５，８７９，４４５号に記載されて
いる（特に、２欄５０行～７欄５０行において開示されている）ような、アミノアルコー
ルのアルコキシ化によって得てもよい。
【００６６】
　ポリエーテルアミンのポリエーテル鎖は、Ｃ２～８－アルキレンオキシ、またはＣ２～

４－アルキレンオキシ（最も典型的な）ホモポリマー、またはランダムもしくはブロック
構造を有するコポリマーであることもある。ポリエーテルは、１つのタイプのＣ２～４－
アルキレンオキシ反復単位のみを含有する鎖を有することもあり、または２つもしくはそ
れより多くの異なるＣ２～４－アルキレンオキシ反復単位を含有することもある。（Ｙ）

ｘによって表される鎖が２つまたはそれより多くの異なるＣ２～４－アルキレンオキシ反
復単位を含有する場合、その構造は、ランダムであることもあり、またはブロックである
こともある。
【００６７】
　一実施形態では、ポリエーテルアミンのポリエーテル鎖は、Ｃ３～４－アルキレンオキ
シ基、－ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２Ｏ－または－ＣＨ２ＣＨ（ＣＨ３）ＣＨ２Ｏ－または
－ＣＨ２ＣＨ（ＣＨ３）Ｏ－を含むことがある。別の実施形態では、ポリエーテル鎖は、
－ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ（ＣＨ３）Ｏ－または－ＣＨ２－ＣＨ（ＣＨ２－ＣＨ３）－Ｏ－基を
含むことがある。
【００６８】
　ポリエーテルアミンのポリエーテル鎖組成は、本発明のポリマーが極性媒体中で使用さ
れているのか、または非極性媒体中で使用されているのか、または水性媒体中で使用され
ているのかによって変わることがある。本発明のポリマーが水性媒体中で使用される場合
、ポリエーテルは、５０重量％より多くの、または７０重量％より多くの、または８０重
量％より多くの、または９０重量％より多くのエチレンオキシドを含有することがある。
【００６９】
　本発明のポリマーが極性媒体中で使用される場合、ポリエーテルは、０～５０重量％、
０～３０重量％、または０～２０重量％、または０～１５重量％のエチレンオキシドを含
有することがあり、５０～１００重量％、７０～１００重量％、または８０～１００重量
％、または８５～１００重量％のプロピレンオキシドおよび／またはブチレンオキシドを
含有することもある。
【００７０】
　本発明のポリマーが非極性媒体中で使用される場合、ポリエーテルは、プロピレンオキ
シドおよび／またはブチレンオキシドを含有することもある。
【００７１】
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　一実施形態において、ポリエーテルアミンは、（ｉ）ポリエチレンオキシドホモポリマ
ー、または（ｉｉ）ポリプロピレンオキシドホモポリマー、または（ｉｉｉ）ポリブチレ
ンオキシドホモポリマー、または（ｉｖ）エチレンオキシドとプロピレンオキシドのコポ
リマーのいずれかの、ポリエーテル鎖を含有することがある。
【００７２】
　任意選択のヒドロカルビルアミンの例としては、Ｃ３～２８脂肪族、アリールアルキル
、およびヘテロ芳香族アルキルアミン、例えば、プロピルアミン、ブチルアミン、ジブチ
ルアミン、３－ジメチルアミノプロピルアミン、３－アミノプロピルイミダゾール、２－
アミノエチルモルホリンまたはそれらの混合物が挙げられる。
【００７３】
　任意選択のアミノアルコールの例としては、エタノールアミン、３－アミノ－１－プロ
パノール、４－アミノブタノール、２－アミノブタノール、２－アミノ－２－メチル－１
－プロパノール、　５－アミノ－１－ペンタノール、５－アミノ－２－ペンタノール、２
－アミノ－３－メチル－１－ブタノール、６－アミノ－１－ヘキサノール、２－アミノ－
１－ヘキサノール、セリノール、４－アミノシクロヘキサノール、２－（２－アミノエト
キシ）エタノール、２－フェニルアミノエタノール、２－ベンジルアミノエタノール、２
－メチルアミノエタノール、ジエタノールアミン、３－アミノプロパン－１，２－ジオー
ルまたはそれらの混合物が挙げられる。
【００７４】
　ポリマー実施形態２
　異なる実施形態では、式（１）のポリマーは、
　（ａ）少なくとも１つの式（１ａ）の化合物（式中、ｂ＝１の場合、Ｗは、ペンダント
イミド基をもたらす第一級アミン（－ＮＨ２）であり、および／またはＷは、末端イミド
基をもたらす、ヒドロキシルもしくはカルボン酸であり；および／またはｂ＝２の場合、
Ｗは、ペンダントイミド基をもたらす、第二級アミノ基（－ＮＨ－）、ヒドロキシルもし
くはカルボン酸またはそれらの混合物である）を、
　（ｂ）１つまたはそれより多くのジエポキシドおよび／またはポリエポキシド、ならび
に置換されていてもよいＣ３～２８ヒドロカルビルアミンの少なくとも１つのメンバー、
またはアミノアルコールの少なくとも１つ、またはそれらの混合物と
反応させる工程；および
　次のいずれかまたは両方の工程：
　（ｃ）工程（ｂ）からの存在する任意の残留第一級ヒドロキシルおよびアミノ基を、ラ
クトン、ヒドロキシカルボン酸、変性ポリエステルイソシアネートまたはそれらの任意の
組み合わせと反応させて、ペンダントポリエステル鎖を形成し、場合により、ラクトンお
よび／またはヒドロキシカルボン酸から誘導されたポリエステル鎖のヒドロキシル末端基
を、変性ポリエーテルイソシアネートとさらに反応させて、ブロックポリエーテル／エス
テルペンダント鎖を形成する工程；または
　（ｄ）工程（ｂ）からの任意のヒドロキシルおよびアミノ基を、エチレンオキシド、プ
ロピレンオキシド、ブチレンオキシド、スチレンオキシド、変性ポリエーテルイソシアネ
ートまたはそれらの任意の組み合わせと反応させて、ペンダントポリエーテル鎖を形成し
、場合により、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシド、スチレンオ
キシドまたはそれらの混合物から誘導されたポリエーテル鎖のヒドロキシル末端基を、変
性ポリエステルイソシアネートとさらに反応させて、ブロックポリエステル／エーテルペ
ンダント鎖を形成する工程
による付加重合を含むプロセスによって得られ得る／得ることが可能であり得る。
【００７５】
　場合により、以下のものから本質的に成る１つまたはそれより多くの工程をさらに特定
することによって、さらなる実施形態のポリマーを調製してもよい：
　ａ）存在する任意の末端アミノ基を、イソシアネート、無水物、環状カーボネート、ま
たは（メタ）アクリレートと反応させる工程；
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　ｂ）任意のアミノ基の塩化工程および／または任意のアミノ基とモノカルボン酸もしく
はポリカルボン酸、無機酸、リンおよびポリオキソメタレート（ｐｏｌｙｏｘｏｍｅｔａ
ｌｌａｔｅ）含有酸または強酸との反応工程；
　ｃ）存在する任意のアミノ基の窒素酸化物への酸化工程；
　ｄ）存在する任意のアミノ基のアルキル化剤での四級化工程；
　ｅ）存在する任意のヒドロキシル基をイソシアネート、リン酸、ポリリン酸、無水物ま
たはカルボン酸と反応させる工程；
　ｆ）存在する任意の末端エポキシド基を第二級アミンまたはカルボン酸と反応させる工
程；
　ｇ）前記付加ポリマーを、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシド
、スチレンオキシドまたはそれらの混合物から誘導されたまたは得ることが可能なＣ３～

２８ヒドロカルビルアルコキシレートと、ブレンドする工程；
　ｈ）またはそれらの任意の組み合わせ。
【００７６】
　ジエポキシドまたはポリエポキシドは、１分子につき２つまたはそれより多くのエポキ
シ基を含有し得る。例えば、ジエポキシドまたはポリエポキシドとしては、Ｃ１～１００

脂肪族または芳香族ジオールのジグリシジルエーテルが挙げられ得る。脂肪族ポリエポキ
シドの例は、１，４－ブタンジオールジグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオール
ジグリシジルエーテル、商品名Ｅｐｏｎｅｘ（商標）で（Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅから）市販
されているシクロアルキルジオールのエポキシ樹脂、ならびに商品名Ｇｒｉｌｏｎｉｔ（
登録商標）で（ＥＭＳ　Ｇｒｉｌｔｅｃｈから）市販されている、ポリエチレングリコー
ルジグリシジルエーテル、ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテルおよびポリテ
トラヒドロフランジグリシジルエーテルなどのエーテル基を含有するものである。芳香族
ポリエポキシドの例としては、ジフェニロールプロパンとエピクロロヒドリンおよびそれ
らの高級同族体との反応生成物が挙げられ、これらは、Ａｌｄｒｉｃｈから市販されてお
り、Ｄ．Ｅ．Ｒ（商標）（Ｄｏｗから）、Ｅｐｉｋｏｔｅ（商標）またはＥｐｏｎ（商標
）（Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅから）およびＡｒａｌｄｉｔｅ（登録商標）（Ｈｕｎｔｓｍａｎ
から）などの様々な商品名で市販されている。
【００７７】
　ポリエーテルのポリエーテル鎖組成は、本発明のポリマーが極性媒体中で使用されてい
るのか、または非極性媒体中で使用されているのか、または水性媒体中で使用されている
のかによって変わることがある。本発明のポリマーが水性媒体中で使用される場合、ポリ
エーテルは、５０重量％より多くの、または７０重量％より多くの、または８０重量％よ
り多くの、または９０重量％より多くのエチレンオキシドを含有することがある。
【００７８】
　本発明のポリマーが極性媒体中で使用される場合、ポリエーテルは、０～５０重量％、
０～３０重量％、または０～２０重量％、または０～１５重量％のエチレンオキシドを含
有することがあり、５０～１００重量％、７０～１００重量％、または８０～１００重量
％、または８５～１００重量％のプロピレンオキシドおよび／もしくはブチレンオキシド
を含有することもある。
【００７９】
　本発明のポリマーが非極性媒体中で使用される場合、ポリエーテルは、プロピレンオキ
シドおよび／またはブチレンオキシドを含有することもある。
【００８０】
　一実施形態において、ポリエーテルは、（ｉ）ポリエチレンオキシドホモポリマー、ま
たは（ｉｉ）ポリプロピレンオキシドホモポリマー、または（ｉｉｉ）ポリブチレンオキ
シドホモポリマー、または（ｉｖ）エチレンオキシドとプロピレンオキシドとのコポリマ
ーのいずれかの、ポリエーテル鎖を含有することがある。
【００８１】
　ヒドロカルビルアミンの例としては、Ｃ３～２８脂肪族、アリールアルキル、およびヘ
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テロ芳香族アルキルアミン、例えば、プロピルアミン、ブチルアミン、ジブチルアミン、
３－ジメチルアミノプロピルアミン、３－アミノプロピルイミダゾール、２－アミノエチ
ルモルホリンまたはそれらの混合物が挙げられる。
【００８２】
　アミノアルコールの例としては、エタノールアミン、３－アミノ－１－プロパノール、
４－アミノブタノール、２－アミノブタノール、２－アミノ－２－メチル－１－プロパノ
ール、　５－アミノ－１－ペンタノール、５－アミノ－２－ペンタノール、２－アミノ－
３－メチル－１－ブタノール、６－アミノ－１－ヘキサノール、２－アミノ－１－ヘキサ
ノール、セリノール、４－アミノシクロヘキサノール、２－（２－アミノエトキシ）エタ
ノール、２－フェニルアミノエタノール、２－ベンジルアミノエタノール、２－メチルア
ミノエタノール、ジエタノールアミン、３－アミノプロパン－１，２－ジオールまたはそ
れらの混合物が挙げられる。
【００８３】
　一実施形態では、ペンダントポリエーテル鎖は、付加化合物中に残存する遊離ヒドロキ
シルまたはアミノ基とエチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシド、スチ
レンオキシドまたはそれらの混合物との反応から誘導されることがある。
【００８４】
　一実施形態では、ペンダントポリエーテル鎖は、付加化合物中に残存する遊離ヒドロキ
シルおよび／またはアミノ基と変性ポリエーテルイソシアネートとの反応から誘導される
こともある。変性ポリエーテルイソシアネートは、Ｃ１～２４－モノヒドロカルビルアル
コール開始剤をエチレンオキシド、プロピレンオキシドもしくはブチレンオキシドとまた
はそれらの混合物と反応させてアルコール末端ポリマー鎖を形成し、その後、過剰なジイ
ソシアネートと反応させて変性ポリエーテルイソシアネートを得、付加ポリマーとの反応
前に反応混合物から過剰なジイソシアネートを除去することによって調製されることもあ
り、または立体障害の少ないイソシアネート基が遊離ヒドロキシルおよび／もしくはアミ
ノ基と優先的に反応するようにモル当量の非対称ジイソシアネート（すなわち、対称でな
いジイソシアネート化合物）と反応させることによって調製されることもある。使用され
るジイソシアネートの例としては、アルキレンジイソシアネート、シクロアルキレンジイ
ソシアネートおよびアラルキレンジイソシアネート、例えば、ヘキサメチレンジイソシア
ネート、イソホロンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、
２，４－トリレンジイソシアネートおよび２，６－トリレンジイソシアネートが、それら
の混合物を含めて、挙げられる。
【００８５】
　一実施形態では、ペンダントポリエステル鎖は、付加化合物中に残存する遊離第一級ヒ
ドロキシルおよび／またはアミノ基とヒドロキシカルボン酸および／またはラクトンとの
反応から誘導されることがあり、特に、ε－カプロラクトン、リシノール酸、１２－ヒド
ロキシステアリン酸、δ－バレロラクトンまたはそれらの混合物の、場合によりエステル
化触媒の存在下での重合から誘導されたものであり得る。エステル化触媒は、オクタン酸
スズ（ＩＩ）、チタン酸テトラアルキル、例えばチタン酸テトラブチル、有機酸の亜鉛塩
、例えば酢酸亜鉛、脂肪族アルコールのジルコニウム塩、例えばジルコニウムイソプロポ
キシド、トルエンスルホン酸、または強有機酸、例えばトリフルオロ酢酸、またはリン酸
を含む、いずれのすでに公知の先行技術触媒から選択してもよい。
【００８６】
　一実施形態では、ペンダントポリエステル鎖は、付加化合物中に残存する遊離ヒドロキ
シルおよび／またはアミノ基と変性ポリエステルイソシアネートとの反応から誘導される
こともある。変性ポリエステルイソシアネートは、Ｃ１～２４－モノヒドロカルビルアル
コール開始剤をラクトンおよび／またはヒドロキシカルボン酸と反応させてアルコール末
端ポリマー鎖を形成し、その後、過剰なジイソシアネートと反応させて変性ポリエステル
イソシアネートを得、ポリエポキシドポリマーへの付加前に反応混合物から過剰なジイソ
シアネートを除去することによって調製されることもあり、またはモル当量の非対称ジイ
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ソシアネート（すなわち、対称でないジイソシアネート化合物）と反応させることによっ
て調製されることもある。使用されるジイソシアネートの例としては、アルキレンジイソ
シアネート、シクロアルキレンジイソシアネートおよびアラルキレンジイソシアネート、
例えば、ヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、４，４’－ジ
フェニルメタンジイソシアネート、２，４－トリレンジイソシアネートおよび２，６－ト
リレンジイソシアネートが、それらの混合物を含めて、挙げられる。
【００８７】
　一実施形態では、ペンダントポリエーテル／ポリエステル鎖は、付加化合物中に残存す
る遊離第一級ヒドロキシルおよび／またはアミノ基と上に列挙したようなヒドロキシカル
ボン酸および／またはラクトンとの反応、続いての変性ポリエーテルイソシアネートとの
反応から誘導されることもある。
【００８８】
　一実施形態では、ペンダントポリエステル／ポリエーテル鎖は、付加化合物中に残存す
る遊離ヒドロキシルおよび／またはアミノ基とエチレンオキシド、プロピレンオキシド、
ブチレンオキシドまたはそれらの混合物との反応、続いての、上に列挙したようなヒドロ
キシカルボン酸、ラクトン、変性ポリエステルイソシアネートまたはそれらの混合物との
反応から誘導されることもある。
【００８９】
　産業上の利用
　一実施形態では、本発明は、粒子状固体と、非極性有機媒体と、本明細書に記載のポリ
マーとを含む組成物を提供する。前記組成物は、ミルベース、塗料またはインクであり得
る。
【００９０】
　一実施形態では、本発明は、粒子状固体と、極性有機媒体と、本明細書に記載のポリマ
ーとを含む組成物を提供する。前記組成物は、ミルベース、塗料またはインクであり得る
。
【００９１】
　一実施形態では、本発明は、粒子状固体と、非極性有機媒体と、本明細書に記載のポリ
マーとを含む組成物を提供し、この組成物は、結合剤をさらに含む。一実施形態では、結
合剤は、ニトロセルロース、ポリエポキシド、ポリウレタン、アルキド、ポリ（メタ）ア
クリレート、ポリエステル、またはポリアミドであり得る。
　（ａ）一実施形態では、本発明は、粒子状固体と、極性有機媒体と、少なくとも１つの
芳香族イミド基を有するポリマーとを含む組成物であって、ここに記載するポリマーが結
合剤をさらに含むものである組成物を提供する。一実施形態では、結合剤は、ニトロセル
ロース、ポリウレタン、ポリ（メタ）アクリレート、ポリエステル、またはポリアミドで
あり得る。
　（ｂ）本発明は、粒子状固体（通常、顔料またはフィラー）と、非極性有機媒体と、少
なくとも１つの芳香族イミド基を有するポリマーとを含む組成物であって、前記ポリマー
が本明細書に記載のものである組成物も提供する。前記組成物は、ミルベース、塗料また
はインクであり得る。
【００９２】
　一実施形態では、本発明は、粒子状固体（通常、顔料またはフィラー）と、極性有機媒
体と、少なくとも１つの芳香族イミド基を有するポリマーとを含む組成物であって、前記
ポリマーが本明細書に記載のものである組成物も提供する。前記組成物は、ミルベース、
塗料またはインクであり得る。
【００９３】
　本発明の組成物中の、本明細書で開示する粒子状固体は、顔料またはフィラーであり得
る。一実施形態では、顔料は、有機顔料であり得る。
【００９４】
　非極性有機媒体としては、例えば、鉱油、脂肪族炭化水素、芳香族炭化水素、プラスチ
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ック材料（通常、熱可塑性樹脂または熱硬化性樹脂）、または可塑剤が挙げられ得る。
【００９５】
　極性有機媒体としては、例えば、ケトン、エステル、グリコールエーテルおよびエステ
ル、またはアルコールが挙げられ得る。
【００９６】
　一実施形態では、本発明は、粒子状固体と有機または水性媒体と式（１）のポリマーと
を含む組成物を提供する。
【００９７】
　一実施形態では、本発明は、粒子状固体と、非極性有機媒体と、フィルム形成樹脂と、
本明細書で開示する本発明のポリマーとを含む、塗料またはインクを提供する。
【００９８】
　一実施形態では、本発明は、粒子状固体と、極性有機媒体と、フィルム形成樹脂と、本
明細書で開示する本発明のポリマーとを含む、塗料またはインクを提供する。一実施形態
では、本発明は、粒子状固体と、水性媒体とフィルム形成樹脂と、本明細書で開示する本
発明のポリマーとを含む、塗料またはインクを提供する。
【００９９】
　前記インクは、インクジェット用インク、フレキソ印刷用インク、グラビアインク、相
変化インク（またはホットメルトインク）、またはオフセットインクであり得る。前記イ
ンクは、放射線硬化性インクであることもある。
【０１００】
　相変化インクは、インクが固体として始まり、加熱されて液体状態に変換されるタイプ
の、インクジェットプリンター用インクである。このインクが液体状態であるときに、イ
ンク滴は、圧電性結晶のインパルスから基材上に押し進められる。インク滴が基材に達す
ると、インクが冷却するにつれて別の相変化が起こり、瞬時に固体形態に戻る。印刷品質
は優れており、プリンターは、ほぼあらゆるタイプの紙または透明フィルムにインクの塗
布が可能である。相変化インクの説明は、Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｐｒｉｎｔｉｎｇ　Ｔｉｐｓ
ウェブサイトｈｔｔｐ：／／ｄｉｇｉｔａｌｐｒｉｎｔｉｎｇｔｉｐｓ．ｃｏｍ／ｄｅｆ
ａｕｌｔ．ａｓｐに、および特に、ｈｔｔｐ：／／ｄｉｇｉｔａｌｐｒｉｎｔｉｎｇｔｉ
ｐｓ．ｃｏｍ／ｅｍａｉｌ－ｔｅｒｍ／ｔ－－２７２５／ｐｈａｓｅ－ｃｈａｎｇｅ－ｉ
ｎｋｊｅｔ－ｐｒｉｎｔｅｒ．ａｓｐ（２０１３年７月２９日公開時）に提供されている
。
【０１０１】
　一実施形態では、本明細書で開示する組成物は、結合剤をさらに含む。
【０１０２】
　一実施形態では、本発明は、本明細書に記載のポリマーと、有機顔料と、結合剤とを含
む組成物を提供する。結合剤は、ニトロセルロース、ポリウレタンおよびポリアミドから
選択され得る。前記組成物は、フレキソ印刷プロセスなどの印刷プロセスのためのインク
、または放射線硬化性、ノンインパクト、およびドロップオンデマンドなどのインクジェ
ット用インクにおいて使用され得る。
【０１０３】
　一実施形態では、本発明は、本明細書に記載のポリマーと、カーボンブラックと、結合
剤とを含む組成物を提供する。結合剤は、ニトロセルロース、ポリウレタンおよびポリア
ミドから選択され得る。前記組成物は、フレキソ印刷プロセスなどの印刷プロセスのため
のインクにおいて使用され得る。
【０１０４】
　一実施形態では、本発明は、本明細書に記載のポリマーと、粒子状固体（通常、顔料ま
たはフィラー）と、（ｉ）極性有機媒体、または（ｉｉ）非極性有機媒体、または（ｉｉ
ｉ）水性媒体のいずれかとを含む組成物であって、前記有機媒体がプラスチック材料であ
り得る組成物を提供する。前記プラスチック材料は、熱可塑性樹脂であってもよいし、ま
たは熱硬化性樹脂であってもよい。
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【０１０５】
　本発明のポリマーは、本明細書で開示する組成物に、該組成物の０．１重量％～７９．
６重量％、０．５重量％～３０重量％、または１重量％～２５重量％の範囲の量で存在す
ることがある。
【０１０６】
　一実施形態において、本発明は、ポリマーの使用については、本明細書に記載のポリマ
ーを、本明細書で開示する組成物中の分散剤として提供する。
【０１０７】
　一実施形態では、本発明は、インク組成物中の分散剤としての本明細書に記載のポリマ
ーの使用を提供する。このインク組成物は、低減された粒径および低減された粒径分布（
通常、平均１５０ｎｍまたはそれ未満に低減される）、低減されたヘイズ、改善された光
沢、および向上したジェットネス（ｊｅｔｎｅｓｓ）（とりわけ、組成物が黒色であり得
る場合）の少なくとも１つを有し、周囲温度での保管および高温保管条件下でも安定であ
り得る。
【０１０８】
　理論により拘束されるものではないが、芳香族イミド基は、発明のポリマーと顔料など
の粒子状固体との間のアンカー基として作用し得ると考え得る。
【０１０９】
　組成物中に存在する粒子状固体は、該当する温度で有機媒体に実質的に不溶性であり、
その組成物中で微粉形態で安定することが望まれる、いずれの無機または有機固体材料で
あってもよい。粒子状固体は、顆粒材料、繊維、プレートレットの形態であってもよく、
または粉末、多くの場合ブロンパウダー、の形態であってもよい。一実施形態において、
粒子状固体は、顔料である。
【０１１０】
　粒子状固体（通常、顔料またはフィラー）は、直径１０ナノメートル～１０ミクロン、
または１０ナノメートル～１、２、３もしくは５ミクロン、または２０ナノメートル～１
、２、３もしくは５ミクロンの、光散乱測定によって測定される平均粒径を有し得る。
【０１１１】
　適する固体の例は、溶媒インク用の顔料；塗料およびプラスチック材料用の顔料、増量
剤、フィラー、発泡剤および難燃剤；染料、特に分散染料；溶媒染浴用の蛍光増白剤およ
び繊維助剤；インク、トナーおよび他の溶媒用途系用の顔料；油性および逆エマルジョン
掘削泥用の固体；ドライクリーニング液中の汚れおよび固体粒子；金属；セラミックス、
ピエゾセラミック印刷、耐火材（ｒｅｆａｃｔｏｒｉｅｓ）、研磨材、鋳物類、コンデン
サ、燃料電池、磁性流体、導電性インク、磁気記録媒体、水処理および炭化水素土壌修復
用の粒子状セラミック材料および磁性材料；有機および無機ナノ分散固体；電池内の電極
用の金属、金属酸化物および炭素；複合材料用の繊維、例えば木材、紙、ガラス、鋼、炭
素およびホウ素；ならびに有機媒体中の分散体として利用される殺生物剤、農薬および医
薬である。
【０１１２】
　一実施形態では、前記固体は、例えば、カラーインデックス第３版（ｔｈｅ　Ｔｈｉｒ
ｄ　Ｅｄｉｔｉｏｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｃｏｌｏｕｒ　Ｉｎｄｅｘ）（１９７１）およびそ
れ以降のバージョンならびにそれらの補遺の章題「顔料（Ｐｉｇｍｅｎｔｓ）」のもとに
記載されている顔料の認知されているクラスのいずれかからの有機顔料である。有機顔料
の例は、アゾ、ジスアゾ、トリスアゾ、縮合アゾ、アゾレーキ、ナフトール顔料、アンサ
ントロン、アントラピリミジン、アントラキノン、ベンゾイミダゾロン、カルバゾール、
ジケトピロロピロール、フラバントロン、インジゴイド顔料、インダントロン、イソジベ
ンゾアントロン、イソインダントロン、イソインドリノン、イソインドリン、イソビオラ
ントロン、金属錯体顔料、オキサジン、ペリレン、ペリノン、ピラントロン、ピラゾロキ
ナゾロン、キナクリドン、キノフタロン、チオインジゴ、トリアリールカルボニウム顔料
、トリフェノジオキサジン、キサンテンおよびフタロシアニンシリーズ、特に銅フタロシ
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アニンおよびその核ハロゲン化誘導体、ならびにまた酸性、塩基性および媒染染料のレー
キからのものである。カーボンブラックは、厳密には無機だが、その分散特性の点ではむ
しろ有機顔料に近い挙動をとる。一実施形態では、有機顔料は、フタロシアニン、特に銅
フタロシアニン、モノアゾ、ジスアゾ、インダントロン、アントラントロン（ａｎｔｈｒ
ａｎｔｈｒｏｎｅ）、キナクリドン、ジケトピロロピロール、ペリレンおよびカーボンブ
ラックである。
【０１１３】
　無機顔料の例としては、金属酸化物、例えば二酸化チタン、ルチル型二酸化チタンおよ
び表面被覆二酸化チタン、黄色および黒色などの様々な色の酸化チタン、黄色、赤色、褐
色および黒色などの様々な色の酸化鉄、酸化亜鉛、酸化ジルコニウム、酸化アルミニウム
、オキシ金属化合物、例えばバナジン酸ビスマス、アルミン酸コバルト、スズ酸コバルト
、亜鉛酸コバルト、クロム酸亜鉛、ならびにマンガン、ニッケル、チタン、クロム、アン
チモン、マグネシウム、コバルト、鉄またはアルミニウムのうちの２つまたはそれより多
くのものの混合金属酸化物、プルシアンブルー、バーミリオン、ウルトラマリン、リン酸
亜鉛、硫化亜鉛、カルシウムおよび亜鉛のモリブデン酸塩およびクロム酸塩、金属効果顔
料、例えばアルミニウムフレーク、銅、および銅／亜鉛合金、真珠光沢フレーク、例えば
炭酸鉛およびオキシ塩化ビスマスが挙げられる。
【０１１４】
　無機固体としては、増量剤およびフィラー、例えば、重質および沈降炭酸カルシウム、
硫酸カルシウム、酸化カルシウム、シュウ酸カルシウム、リン酸カルシウム、ホスホン酸
カルシウム、硫酸バリウム、炭酸バリウム、酸化マグネシウム、水酸化マグネシウム、天
然水酸化マグネシウムまたは水滑石、沈降水酸化マグネシウム、炭酸マグネシウム、ドロ
マイト、三水酸化アルミニウム、アルミニウムヒドロペルオキシドまたはベーマイト、ケ
イ酸カルシウムおよびマグネシウム、アルミノシリケート（ナノクレイ、カオリンを含む
）、モンモリロナイト（ベントナイト、ヘクトライトおよびサポナイトを含む）、ボール
クレー（天然、合成、および膨張性のものを含む）、雲母、タルク（白雲母、金雲母、リ
チア雲母および緑泥石を含む）、チョーク、合成および沈降シリカ、ヒュームドシリカ、
金属繊維および粉末、亜鉛、アルミニウム、ガラス繊維、耐火繊維、カーボンブラック（
単層および多層カーボンナノチューブ、強化性および非強化性カーボンブラックを含む）
、グラファイト、バックミンスターフラーレン、アスファルテン、グラフェン、ダイヤモ
ンド、アルミナ、石英、パーライト、ペグマタイト、シリカゲル、木粉、木材フレーク（
軟質および硬質木材を含む）、おがくず、粉末紙／繊維、セルロース系繊維、例えば、ケ
ナフ、麻、サイザル麻、亜麻、綿、コットンリンター、黄麻、カラムシ、イネ殻すなわち
もみ殻、ラフィア、ガマ葦、ココナッツ繊維、コイア、油ヤシ繊維、カポック、バナナの
葉、カロ（ｃａｒｏ）、クラワ、ヘネケ麻の葉、ハラケケの葉、マニラ麻、サトウキビの
絞りかす、ワラ、竹片、小麦粉、ＭＤＦなど、バーミキュライト、ゼオライト、ハイドロ
タルサイト、発電所からのフライアッシュ、下水汚泥焼却灰（ｉｃｉｎｅｒａｔｅｄ　ｓ
ｅｗａｇｅ　ｓｌｕｄｇｅ　ａｓｈ）、ポゾラン、高炉スラグ、アスベスト、クリソタイ
ル、アンソフィライト、クロシドライト、ウォラストナイト、アタパルジャイトなど、粒
子状セラミック材料、例えば、アルミナ、ジルコニア、チタニア、セリア、窒化ケイ素、
窒化アルミニウム、窒化ホウ素、炭化ケイ素、炭化ホウ素、ケイ素・アルミニウム混合窒
化物および金属チタン酸塩；粒子状磁性材料、例えば、遷移金属の、多くの場合、鉄およ
びクロムの磁性酸化物、例えばγ－Ｆｅ２Ｏ３、Ｆｅ３Ｏ４およびコバルトドープ酸化鉄
、フェライト、例えばバリウムフェライト；ならびに金属粒子、例えば、金属のアルミニ
ウム、鉄、ニッケル、コバルト、銅、銀、金、パラジウムおよび白金ならびにそれらの合
金が挙げられる。
【０１１５】
　他の有用な固体材料としては、難燃剤、例えばペンタブロモジフェニルエーテル、オク
タブロモジフェニルエーテル、デカブロモジフェニルエーテル、ヘキサブロモシクロドデ
カン、ポリリン酸アンモニウム、メラミン、メラミンシアヌレート、酸化アンチモンおよ



(28) JP 6577946 B2 2019.9.18

10

20

30

40

50

びボレート；殺生物剤または工業用微生物剤、例えばＫｉｒｋ－Ｏｔｈｍｅｒ’ｓ　Ｅｎ
ｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ、第１３巻、１
９８１年、第３版における「Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ　Ｍｉｃｒｏｂｉａｌ　Ａｇｅｎｔｓ
」と題する章の表２、３、４、５、６、７、８および９に名が挙げられているもの、なら
びに農薬、例えば殺真菌剤フルトリアフェン（ｆｌｕｔｒｉａｆｅｎ）、カルベンダジム
、クロロタロニルおよびマンコゼブが挙げられる。
【０１１６】
　一実施形態における本発明の組成物中に存在する有機媒体は、プラスチック材料であり
、別の実施形態では有機液体である。有機液体は、非極性有機液体であってもよく、また
は極性有機液体であってもよい。この有機液体に関しての用語「極性」は、Ｊｏｕｒｎａ
ｌ　ｏｆ　Ｐａｉｎｔ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ、第３８巻、１９６６年、２６９頁におけ
るＣｒｏｗｌｅｙらによる「Ａ　Ｔｈｒｅｅ　Ｄｉｍｅｎｓｉｏｎａｌ　Ａｐｐｒｏａｃ
ｈ　ｔｏ　Ｓｏｌｕｂｉｌｉｔｙ」と題する論文に記載されているように、有機液体が中
程度から強力な結合を形成することが可能であることを意味する。そのような有機液体は
、上述の論文の中で定義されているように５またはそれより大きい水素結合数を一般に有
する。
【０１１７】
　適する極性有機液体の例は、アミン、エーテル、特に、低級アルキルエーテル、有機酸
、エステル、ケトン、グリコール、グリコールエーテル、グリコールエステル、アルコー
ルおよびアミドである。そのような中程度に強力に水素結合する液体の非常に多くの具体
例が、Ｉｂｅｒｔ　Ｍｅｌｌａｎによる「Ｃｏｍｐａｔｉｂｉｌｉｔｙ　ａｎｄ　Ｓｏｌ
ｕｂｉｌｉｔｙ」と題する本（Ｎｏｙｅｓ　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ
ｉｏｎにより１９６８年に出版されたもの）の３９～４０頁の表２．１４に与えられてお
り、これらの液体はすべて、本明細書で使用する用語「極性有機液体」の範囲に入る。
【０１１８】
　一実施形態では、極性有機液体は、ジアルキルケトン、アルカンカルボン酸のアルキル
エステル、およびアルカノールであり、特に、そのような液体は、合計で、６個を含めて
、最大６個の炭素原子を含有する。極性有機液体の例としては、ジアルキルケトンおよび
シクロアルキルケトン、例えばアセトン、メチルエチルケトン、ジエチルケトン、ジイソ
プロピルケトン、メチルイソブチルケトン、ジイソブチルケトン、メチルイソアミルケト
ン、メチルｎ－アミルケトンおよびシクロヘキサノン；アルキルエステル、例えば酢酸メ
チル、酢酸エチル、酢酸イソプロピル、酢酸ブチル、ギ酸エチル、プロピオン酸メチル、
酢酸メトキシプロピルおよび酪酸エチル；グリコールならびにグリコールエステルおよび
グリコールエーテル、例えばエチレングリコール、２－エトキシエタノール、３－メトキ
シプロピルプロパノール、３－エトキシプロピルプロパノール、酢酸２－ブトキシエチル
、酢酸３－メトキシプロピル、酢酸３－エトキシプロピルおよび酢酸２－エトキシエチル
；アルカノール、例えばメタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、イソプロパノール
、ｎ－ブタノールおよびイソブタノール（２－メチルプロパノールとしても公知）、テル
ピネオール、ならびにジアルキルエーテルおよび環状エーテル、例えばジエチルエーテル
およびテトラヒドロフランが挙げられる。一実施形態では、溶媒は、アルカノール、アル
カンカルボン酸、およびアルカンカルボン酸のエステルである。一実施形態では、本発明
は、水性媒体に実質的に不溶性である有機液体に適している。さらに、有機液体全体が水
性媒体に実質的に不溶性であることを条件に、少量の水性媒体（例えば、グリコール、グ
リコールエーテル、グリコールエステルおよびアルコール）が有機液体中に存在してもよ
いことは、当業者には理解される。
【０１１９】
　極性有機液体として使用され得る有機液体の例は、フィルム形成樹脂、例えば、インク
、塗料、ならびに塗料およびインクなどの様々な用途で使用するためのチップの調製に適
しているフィルム形成樹脂である。そのような樹脂の例としては、ポリアミド、例えばＶ
ｅｒｓａｍｉｄ（商標）およびＷｏｌｆａｍｉｄ（商標）、ならびにセルロースエーテル
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、例えばエチルセルロースおよびエチルヒドロキシエチルセルロース、ニトロセルロース
およびセルロースアセテートブチレート樹脂が、それらの混合物を含めて、挙げられる。
塗料用樹脂の例としては、短油性アルキド／メラミン－ホルムアルデヒド、ポリエステル
／メラミン－ホルムアルデヒド、熱硬化性アクリル／メラミン－ホルムアルデヒド、長油
性アルキド、中油性アルキド、短油性アルキド、ポリエーテルポリオール、ならびに多媒
体樹脂、例えばアクリルおよび尿素／アルデヒドが挙げられる。
【０１２０】
　有機液体は、ポリオール、すなわち、２つまたはそれより多くのヒドロキシ基を有する
有機液体であってもよい。一実施形態において、ポリオールには、α，ωジオール、また
はα，ωジオールエトキシレートが含まれる。
【０１２１】
　一実施形態では、非極性有機液体は、脂肪族基、芳香族基またはそれらの混合物を含有
する化合物である。非極性有機液体としては、非ハロゲン化芳香族炭化水素（例えば、ト
ルエンおよびキシレン）、ハロゲン化芳香族炭化水素（例えば、クロロベンゼン、ジクロ
ロベンゼン、クロロトルエン）、非ハロゲン化脂肪族炭化水素（例えば、完全飽和と部分
飽和両方の、６個またはそれより多くの炭素原子を含有する直鎖状および分枝脂肪族炭化
水素）、ハロゲン化脂肪族炭化水素（例えば、ジクロロメタン、四塩化炭素、クロロホル
ム、トリクロロエタン）および天然非極性有機物（例えば、植物油、ヒマワリ油、ナタネ
油、アマニ油、テルペンおよびグリセリド）が挙げられる。
【０１２２】
　一実施形態では、有機液体は、全有機液体に基づき少なくとも０．１重量％、または１
重量％もしくはそれより多くの極性有機液体を含む。有機液体は、場合によりさらに水を
含む。一実施形態では、有機液体は、水を含まない。
【０１２３】
　プラスチック材料は、熱硬化性樹脂であってもよいし、または熱可塑性樹脂であっても
よい。本発明において有用な熱硬化性樹脂は、加熱されると、触媒作用を受けると、また
は紫外線、レーザ光、赤外線、カチオン、電子線もしくはマイクロ波放射線に曝露される
と化学反応を起こし、比較的不溶融性になる樹脂を含む。熱硬化性樹脂における典型的な
反応としては、不飽和二重結合の酸化、エポキシ／アミン、エポキシ／カルボニル、エポ
キシ／ヒドロキシル、エポキシとルイス酸もしくはルイス塩基との反応、ポリイソシアネ
ート／ヒドロキシ、アミノ樹脂／ヒドロキシ部分、フリーラジカル反応、またはポリアク
リレートに関与する反応、エポキシ樹脂とビニルエーテルとのカチオン重合、およびシラ
ノールの縮合が挙げられる。不飽和樹脂の例としては、１つまたはそれより多くの二酸ま
たは無水物と１つまたはそれより多くのジオールとの反応によって作られるポリエステル
樹脂が挙げられる。そのような樹脂は、スチレンまたはビニルトルエンなどの反応性モノ
マーとの混合物として一般に供給されており、多くの場合、オルトフタル酸系樹脂および
イソフタル酸系樹脂と呼ばれる。さらなる例としては、ポリエステル鎖中の共反応物とし
てジシクロペンタジエン（ＤＣＰＤ）を使用する樹脂が挙げられる。さらなる例としては
、ビスフェノールＡジグリシジルエーテルと、後でスチレン中の溶液として供給される不
飽和カルボン酸、例えばメタクリル酸との反応生成物も挙げられ、これは、一般に、ビニ
ルエステル樹脂と呼ばれる。
【０１２４】
　一実施形態において、熱硬化性複合材または熱硬性プラスチックは、ポリエステル、ポ
リ酢酸ビニル、スチレン中のポリエステル樹脂、ポリスチレン、またはそれらの混合物で
あり得る。
【０１２５】
　ヒドロキシ官能基を有するポリマー（多くの場合、ポリオール）は、アミノ樹脂または
ポリイソシアネートを架橋させるために熱硬化性系において広範に使用されている。ポリ
オールとしては、アクリルポリオール、アルキドポリオール、ポリエステルポリオール、
ポリエーテルポリオールおよびポリウレタンポリオールが挙げられる。典型的なアミノ樹
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脂としては、メラミンホルムアルデヒド樹脂、ベンゾグアナミンホルムアルデヒド樹脂、
尿素ホルムアルデヒド樹脂およびグリコールウリルホルムアルデヒド樹脂が挙げられる。
ポリイソシアネートは、モノマー性脂肪族ジイソシアネート、モノマー性芳香族ジイソシ
アネートおよびそれらのポリマー両方を含む、２つまたはそれより多くのイソシアネート
基を有する樹脂である。典型的な脂肪族ジイソシアネートとしては、ヘキサメチレンジイ
ソシアネート、イソホロンジイソシアネートおよび水素化ジフェニルメタンジイソシアネ
ートが挙げられる。典型的な芳香族イソシアネートとしては、トルエンジイソシアネート
およびジフェニルメタンジイソシアネートが挙げられる。
【０１２６】
　一実施形態では、熱可塑性樹脂としては、ポリオレフィン、ポリエステル、ポリアミド
、ポリカーボネート、ポリウレタン、スチレン系樹脂、ポリ（メタ）アクリレート、セル
ロースおよびセルロース誘導体が挙げられる。前記組成物は、多数の方法で調製され得る
が、溶融混合法および乾式固体ブレンド法が典型的な方法である。適する熱可塑性材料の
例としては、（低密度、または線状低密度もしくは高密度）ポリエチレン、ポリプロピレ
ン、ポリスチレン、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリブチレンテレフタレー
ト（ＰＢＴ）、ナイロン６、ナイロン６／６、ナイロン４／６、ナイロン６／１２、ナイ
ロン１１およびナイロン１２、ポリメチルメタクリレート、ポリエーテルスルホン、ポリ
スルホン、ポリカーボネート、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、熱可塑性ポリウレタン、エチ
レン酢酸ビニル（ＥＶＡ）、Ｖｉｃｔｒｅｘ　ＰＥＥＫ（商標）ポリマー（例えば、オキ
シ－１，４－フェニレンオキシ（ｐｈｅｎｙｌｅｎｏｅｏｘｙ）－１，４－フェニレン－
カルボニル－１，４－フェニレンポリマー）およびにアクリロニトリルブタジエンスチレ
ンポリマー（ＡＢＳ）、ならびに様々な他のポリマーブレンドまたはアロイが挙げられる
。
【０１２７】
　必要に応じて、本発明の組成物は、他の成分、例えば、樹脂（これらは、有機媒体をま
だ構成していない）、結合剤、共溶媒、架橋剤、流動化剤、湿潤剤、沈降防止剤、可塑剤
、界面活性剤、本発明の化合物以外の分散剤、保湿剤、消泡剤、へこみ防止剤、レオロジ
ー改質剤、熱安定剤、光安定剤、ＵＶ吸収剤、酸化防止剤、レベリング剤、光沢調整剤、
殺生物剤、および保存剤を含有することもある。
【０１２８】
　プラスチック材料を含有する組成物は、他の成分、例えば、本発明の化合物以外の分散
剤、防曇剤、成核剤、発泡剤、難燃剤、加工助剤、界面活性剤、可塑剤、熱安定剤、ＵＶ
吸収剤、抗酸化剤、香料、離型助剤、帯電防止剤、抗菌剤、殺生物剤、カップリング剤、
潤滑剤（外部および内部）、衝撃改質剤、スリップ剤、脱泡剤および粘度降下剤を含有す
ることもある。
【０１２９】
　本組成物は、通常、１～９５重量％の粒子状固体を含有し、正確な量は該固体の性質に
依存し、またその量は、該固体の性質、および該固体と極性有機液体の相対密度に依存す
る。例えば、前記固体が有機材料、例えば有機顔料である組成物は、一実施形態では組成
物の総重量に基づき１５～６０重量％の該固体を含有するが、前記固体が無機材料、例え
ば無機顔料、フィラーまたは増量剤である組成物は、一実施形態では組成物の総重量に基
づき４０～９０重量％の該固体を含有する。
【０１３０】
　有機液体を含有する組成物は、分散体の調製について公知の従来法のいずれによって調
製してもよい。したがって、前記固体、有機媒体および分散剤をいずれの順序で混合して
もよく、次いで、その混合物に機械的処理を施して、例えば、分散体が形成されるまで高
速混合、ボールミル粉砕、バスケットミル粉砕、ビーズミル粉砕、砂利粉砕、砂磨砕、ア
トライター磨砕、２本ロール練りまたは３本ロール練り、プラスチック粉砕することによ
って、前記固体の粒子を適切なサイズに縮小してもよい。あるいは、前記固体を、独立し
てまたは有機媒体もしくは分散剤のいずれかと混合して、処理してその粒径を低減させ、
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次いで、他の成分（単数または複数）を添加し、その混合物を撹拌して組成物を得てもよ
い。乾燥固体を分散剤と共に摩砕または粉砕し、次いで液体媒体を添加することによって
、または顔料フラッシングプロセスで固体と分散剤を液体媒体中で混合することによって
、前記組成物を作製することもできる。
【０１３１】
　プラスチック材料を含有する組成物を、熱可塑性化合物の調製に公知の従来法のいずれ
によって調製してもよい。したがって、固形分と熱可塑性ポリマーと分散剤とを任意の順
序で混合し、次いでその混合物に機械的処理を施して、例えば、バンバリー練り、リボン
ブレンディング、二軸型押出加工、２本ロール練り、Ｂｕｓｓコニーダーまたは類似機器
でのコンパウンデイングによって、固形分の粒子を適切なサイズに縮小してもよい。
【０１３２】
　本発明の組成物は、分散液に特に適している。一実施形態では、そのような分散体組成
物は、
　ａ）０．５～８０部の粒子状固体と、
　ｂ）０．１～７９．６部の式（１）のポリマーと、
　ｃ）１９．９～９９．４部の有機液体および／または水と
を含み、ここでの相対部はすべて重量部であり、量（ａ）＋（ｂ）＋（ｃ）＝１００であ
る。
【０１３３】
　一実施形態では、成分ａ）は、０．５～３０部の顔料を含み、そのような分散体は、（
液体）インク、塗料およびミルベースとして有用である。
【０１３４】
　粒子状固体と式（１）の分散剤を乾燥形態で含むことが組成物に求められる場合、有機
液体は、通常、揮発性であり、したがって、蒸発などの単純な分離手段によって粒子状固
体から容易に除去され得る。一実施形態では、前記組成物は、有機液体を含む。
【０１３５】
　乾燥組成物が式（１）の分散剤および粒子状固体から本質的に成る場合、その組成物は
、通常、粒子状固体の重量に基づき少なくとも０．２％、少なくとも０．５％または少な
くとも１．０％の式（１）の分散剤を含有する。一実施形態では、乾燥組成物は、粒子状
固体の重量に基づき１００重量％以下、５０重量％以下、２０重量％以下または１０重量
％以下の式（１）の分散剤を含有する。
【０１３６】
　本明細書において前に開示したように、本発明の組成物は、粒子状固体が有機液体中、
式（１）についての化合物の存在下で粉砕される、ミルベースの調製に適している。
【０１３７】
　したがって、本発明のなおさらなる態様に従って、粒子状固体と有機液体と式（１）の
ポリマーとを含むミルベースを提供する。
【０１３８】
　通常、このミルベースは、ミルベースの総重量に基づき２０～７０重量％の粒子状固体
を含有する。一実施形態では、粒子状固体は、ミルベースの１０重量％以上または２０重
量％以上である。そのようなミルベースは、粉砕前または後のいずれかに添加された結合
剤を場合により含有することもある。
【０１３９】
　一実施形態では、結合剤は、有機液体の揮発によって組成物を結合することが可能な高
分子材料である。
【０１４０】
　結合剤は、天然および合成材料を含む高分子材料である。一実施形態では、結合剤には
、ポリ（メタ）アクリレート、ポリスチレン系樹脂（ｐｏｌｙｓｔｙｒｅｎｉｃｓ）、ポ
リエステル、ポリウレタン、アルキド、多糖類、例えばセルロース、ニトロセルロース、
および天然タンパク質、例えばカゼインが含まれる。結合剤は、ニトロセルロースであっ
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てもよい。一実施形態では、結合剤は、粒子状固体の量に基づき１００％より多く、２０
０％より多く、３００％より多くまたは４００％より多く組成物中に存在する。
【０１４１】
　ミルベース中の任意選択の結合剤の量は広範に変動し得るが、通常はミルベースの連続
媒体／液相の１０重量％以上、多くの場合２０重量％以上である。一実施形態では、結合
剤の量は、ミルベースの連続媒体／液相の５０重量％以下または４０重量％以下である。
【０１４２】
　ミルベース中の分散剤の量は、粒子状固体の量に依存するが、通常はミルベースの０．
５～５重量％である。
【０１４３】
　本発明の組成物から作製される分散体およびミルベースは、エネルギー硬化システム（
紫外線、レーザ光、赤外線、カチオン、電子線、マイクロ波）を配合物中に存在するモノ
マー、オリゴマーなどまたは組み合わせと併用する非水性および溶媒不含配合物における
使用に特に適している。これらは、塗装剤、例えば、塗料、ワニス、インク、他の塗装材
料およびプラスチックにおける使用に特に適している。適切な例としては、低、中および
高固形分塗料、一般工業用塗料（焼付、２成分および金属塗装用塗料、例えばコイルおよ
び缶塗装剤、紛体塗装剤、ＵＶ硬化性塗装剤、ウッドワニスを含む）、インク、例えば、
フレキソ印刷用インク、グラビア印刷用インク、オフセット印刷用インク、平版印刷用イ
ンク、活版印刷または凸版印刷用インク、スクリーン印刷用インク、およびパッケージ印
刷用の印刷インク、ノンインパクトインク、例えばインクジェットインク（コンティニュ
アス型インクジェットと、サーマル方式、ピエゾ方式および静電方式のものを含むドロッ
プオンデマンド型インクジェットとを含む）、相変化インクおよびホットメルトワックス
インク、インクジェットプリンター用インク、および印刷用ワニス、例えばオーバープリ
ントワニス；ポリオールおよびプラスチゾル分散体；非水性セラミック加工、特に、テー
プキャスティング、ゲルキャスティング、ドクターブレード、押出および射出成形型加工
におけるそれらの使用が挙げられ、さらなる例は、静水圧圧縮成形用の乾燥セラミック粉
末；複合材、例えばシート成形およびバルク成形コンパウンド、樹脂トランスファ成形、
引抜成形、ハンドレイアップおよびスプレーレイアッププロセス、マッチドダイ成形；建
設材料、例えばキャスティング樹脂、化粧品、パーソナルケア、例えばネイルコーティン
グ剤、日焼け止め、接着剤、トナー、例えば液体トナー、プラスチック材料および電子材
料、例えば、有機発光ダイオード（ＯＬＥＤ）装置、液晶ディスプレイおよび電気泳動式
ディスプレイを含むディスプレイにおけるカラーフィルタシステムのためのコーティング
用配合物、ガラス用コーティング剤（光ファイバー用コーティング剤、反射コーティング
剤または反射防止コーティング剤を含む）、導電性および磁性インクならびに塗装剤の調
製におけるものであり得る。これらは、上記用途において使用される乾燥粉末の分散性を
改善するための、顔料およびフィラーの表面改質に有用である。塗装用材料のさらなる例
は、Ｂｏｄｏ　Ｍｕｌｌｅｒ、Ｕｌｒｉｃｈ　Ｐｏｔｈ、Ｌａｃｋｆｏｒｍｕｌｉｅｒｕ
ｎｇ　ｕｎｄ　Ｌａｃｋｒｅｚｅｐｔｕｒ、Ｌｅｈｒｂｕｃｈ　ｆｒ　Ａｕｓｂｉｌｄｕ
ｎｇ　ｕｎｄ　Ｐｒａｘｉｓ、Ｖｉｎｃｅｎｔｚ　Ｖｅｒｌａｇ、Ｈａｎｏｖｅｒ（２０
０３）およびＰ．Ｇ．Ｇａｒｒａｔ、Ｓｔｒａｈｌｅｎｈａｒｔｕｎｇ、Ｖｉｎｃｅｎｔ
ｚ　Ｖｅｒｌａｇ、Ｈａｎｏｖｅｒ（１９９６）に与えられている。印刷用インク配合物
の例は、Ｅ．Ｗ．Ｆｌｉｃｋ、Ｐｒｉｎｔｉｎｇ　Ｉｎｋ　ａｎｄ　Ｏｖｅｒｐｒｉｎｔ
　Ｖａｒｎｉｓｈ　Ｆｏｒｍｕｌａｔｉｏｎｓ－Ｒｅｃｅｎｔ　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ
ｓ、Ｎｏｙｅｓ　Ｐｕｂｌｉｃａｔｉｏｎｓ、Ｐａｒｋ　Ｒｉｄｇｅ　ＮＪ（１９９０）
および後続版に与えられている。
【０１４４】
　一実施形態では、本発明の組成物は、１つまたはそれより多くのさらなる公知分散剤を
さらに含む。
【０１４５】
　以下の実施例は、本発明を説明するものである。これらの実施例は、網羅的なものでは
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なく、本発明の範囲を制限することを意図したものではない。
【実施例】
【０１４６】
　分散剤実施例１（ＤＥ１）：（±）－３－アミノ－１，２－プロパンジオール（０．４
６部）およびプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（５５部）を窒素下、
１２０℃で撹拌する。１，８－ナフタル酸無水物（１．００部）を１０分にわたって添加
し、その混合物を、ＩＲ分析がイミド／アミド形成を示し、無水物が消費されてしまうま
で、さらに５時間、１２０℃で撹拌する。反応物を７０℃に冷却し、ポリ（ビスフェノー
ルＡ－ｃｏ－エピクロロヒドリン）グリシジルエンドキャップト（Ｍｎ３５５、Ａｌｄｒ
ｉｃｈから）（１０部）とＳｕｒｆｏｎａｍｉｎｅ　Ｂ２００（４６部）の撹拌混合物に
１２０℃、窒素雰囲気下で添加する。エチルトリフェニルホスホニウムヨージド（０．１
ｇ）触媒も添加する。混合物全体を１４０℃で６時間、窒素雰囲気下で撹拌して、プロピ
レングリコールモノメチルエーテルアセテートを徐々に除去する。その混合物を放置して
室温に冷却することで、淡琥珀色の濁った液体を得る（５５部）。
【０１４７】
　分散剤実施例２（ＤＥ２）：トリエチレンテトラミン（０．７３部）およびプロピレン
グリコールモノメチルエーテルアセテート（５５部）を窒素下、１２０℃で撹拌する。１
，８－ナフタル酸無水物（２．００部）を１０分にわたって添加し、その混合物を、ＩＲ
分析がイミド／アミド形成を示し、無水物が消費されてしまうまで、さらに２時間、１２
０℃で撹拌する。反応混合物をポリ（ビスフェノールＡ－ｃｏ－エピクロロヒドリン）グ
リシジルエンドキャップト（Ｍｎ３５５、Ａｌｄｒｉｃｈから）（１０部）とＳｕｒｆｏ
ｎａｍｉｎｅ　Ｂ２００（４６部）の撹拌混合物に１２０℃、窒素雰囲気下で添加する。
混合物全体を１４０℃で６時間、窒素雰囲気下で撹拌して、プロピレングリコールモノメ
チルエーテルアセテートを徐々に除去する。その混合物を放置して室温に冷却することで
、淡琥珀色の濁った液体を得る（５５部）。
【０１４８】
　分散剤実施例３：（ＤＥ３）：２－（２－アミノエチルアミノ）エタノール（０．５２
部）およびプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（５５部）を窒素下、１
２０℃で撹拌する。３－ニトロ－１，８－ナフタル酸無水物（１．２２部）を１０分にわ
たって添加し、その混合物を、ＩＲ分析がイミド／アミド形成を示し、無水物が消費され
てしまうまで、さらに６時間、１２０℃で撹拌する。反応物を７０℃に冷却し、ポリ（ビ
スフェノールＡ－ｃｏ－エピクロロヒドリン）グリシジルエンドキャップト（Ｍｎ３５５
、Ａｌｄｒｉｃｈから）（１０部）とＳｕｒｆｏｎａｍｉｎｅ　Ｌ２０７（４６部）の撹
拌混合物に１２０℃、窒素雰囲気下で添加する。エチルトリフェニルホスホニウムヨージ
ド（０．１ｇ）触媒も添加する。混合物全体を１４０℃で６時間、窒素雰囲気下で撹拌し
て、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（ＭＰＡ）を徐々に除去する。
その混合物を放置して室温に冷却することで、淡琥珀色の液体を得る（５５部）。
【０１４９】
　分散剤実施例４（ＤＥ４）：３－ニトロ－１，８－ナフタル酸無水物をＭＰＡでスラリ
ー化し、その混合物を１２５℃、窒素雰囲気下で撹拌する。１，６－ジアミノヘキサンを
添加し、混合物全体を、おおよそ９０分後にそれが透明になるまで、１２５℃で撹拌する
。混合物のＩＲ分析は、イミドおよびアミド結合の形成と共に無水物の消失を示した。こ
の溶液を２５０ｍｌ三つ口丸底（ＲＢ）フラスコの中のＳｕｒｆｏｎａｍｉｎｅ　Ｂ２０
０および１，４－ブタンジオールジグリシジルエーテルに添加し、混合物全体を１３０℃
で６時間、窒素雰囲気下で撹拌して、徐々に溶媒を除去する。混合物を放置して室温に冷
却し、ガラスジャーに注入して暗琥珀色の液体を得る（５１部）。
【０１５０】
　分散剤実施例５（ＤＥ５）：３－ニトロ－１，８－ナフタル酸無水物（１．２２部）を
ＭＰＡでスラリー化し、その混合物を１２５℃、窒素雰囲気下で撹拌する。１，６－ジア
ミノヘキサン（０．５８部）を添加し、混合物全体を、おおよそ９０分後にそれが透明に
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なるまで、１２５℃で撹拌する。混合物のＩＲ分析は、イミドおよびアミド結合の形成と
共に無水物が完全に消失したことを示した。この溶液を２５０ｍｌ三つ口丸底（ＲＢ）フ
ラスコの中のＳｕｒｆｏｎａｍｉｎｅ　Ｌ２０７（４６部）および１，４－ブタンジオー
ルジグリシジルエーテル（５．６６部）に添加し、混合物全体を１３０℃で６時間、窒素
雰囲気下で撹拌して、徐々に溶媒を除去する。混合物を放置して室温に冷却し、ガラスジ
ャーに注入して琥珀色の液体を得る（５１部）。
【０１５１】
　分散剤実施例６（ＤＥ６）：１，８－ナフタル酸無水物（１部）をＭＰＡ（３０部）で
スラリー化し、その混合物を１２５℃、窒素雰囲気下で撹拌する。１，６－ジアミノヘキ
サン（０．５８部）を添加し、混合物全体を、おおよそ１時間後にそれが透明になるまで
、１２５℃で撹拌する。混合物のＩＲ分析は、イミドおよびアミド結合の形成と共に無水
物が完全に消失したことを示した。この溶液を２５０ｍｌ三つ口丸底（ＲＢ）フラスコの
中のＳｕｒｆｏｎａｍｉｎｅ　Ｂ１００（２５部）および１，４－ブタンジオールジグリ
シジルエーテル（５．６６部）に添加し、混合物全体を１３０℃で６時間、窒素雰囲気下
で撹拌して、徐々に溶媒を除去する。混合物を放置して室温に冷却し、ガラスジャーに注
入して濁った粘稠液体を得る（３０部）。
【０１５２】
　分散剤実施例７（ＤＥ７）：エチレンジアミン（６部）およびエタノール（５０部）を
窒素下、８０℃で撹拌する。３－ニトロ－１，８－ナフタル酸無水物（３部）を１０分に
わたって添加し、その混合物を、ＩＲ分析がイミド／アミド形成を示し、無水物が消費さ
れてしまうまで、さらに２時間、８０℃で撹拌する。反応混合物を濾過し、回収した白色
固体を空気乾燥させる（３．１部　８８％）。この固体（１．４３部）を２－ピロリジノ
ン（１０部）に溶解し、この溶液を２５０ｍｌ三つ口丸底（ＲＢ）フラスコの中のＳｕｒ
ｆｏｎａｍｉｎｅ　Ｌ２０７（４６部）および１，４－ブタンジオールジグリシジルエー
テル（５．６６部）に添加し、混合物全体を１３０℃で６時間、窒素雰囲気下で撹拌する
。混合物を放置して室温に冷却し、ガラスジャーに注入して暗琥珀色の液体を得る（６１
部）。
【０１５３】
　分散剤実施例８（ＤＥ８）：２，３－ナフタル酸無水物（１部）をＭＰＡでスラリー化
し、その混合物を１２５℃、窒素雰囲気下で撹拌する。１，６－ジアミノヘキサン（０．
５８部）を添加し、混合物全体を、おおよそ４時間後にそれが透明になるまで、１２５℃
で撹拌する。混合物のＩＲ分析は、イミドおよびアミド結合の形成と共に無水物の消失を
示した。この溶液を２５０ｍｌ三つ口丸底（ＲＢ）フラスコの中のＳｕｒｆｏｎａｍｉｎ
ｅ　Ｌ２００（５０部）および１，４－ブタンジオールジグリシジルエーテル（６．１部
）に添加し、混合物全体を１３０℃で６時間、窒素雰囲気下で撹拌する。混合物を放置し
て５０℃に冷却し、水（５７部）を添加してポリマーを溶解し、暗琥珀色の液体を得る（
１１４部）。
【０１５４】
　分散剤実施例９（ＤＥ９）：１，８－ナフタル酸無水物（２部）をＭＰＡ（３０部）で
スラリー化し、その混合物を１２５℃、窒素雰囲気下で撹拌する。１，６－ジアミノヘキ
サン（１．１６部）を添加し、混合物全体を、おおよそ１時間後にそれが透明になるまで
、１２５℃で撹拌する。混合物のＩＲ分析は、イミドおよびアミド結合の形成と共に無水
物の消失を示した。この溶液を２５０ｍｌ三つ口丸底（ＲＢ）フラスコの中のＳｕｒｆｏ
ｎａｍｉｎｅ　Ｌ２０７（９２部）および１，４－シクロヘキサンジメタノールジグリシ
ジルエーテル（１４．３６部）に添加し、混合物全体を１３０℃で６時間、窒素雰囲気下
で撹拌して、徐々に溶媒を除去する。混合物を放置して５０℃に冷却し、水（１１０部）
を添加してポリマーを溶解する。この溶液を濾過して、淡黄色の液体を得る（２２０部）
。
【０１５５】
　分散剤実施例１０（ＤＥ１０）：１，８－ナフタル酸無水物（２部）をＭＰＡ（５０部
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）でスラリー化し、その混合物を１２５℃、窒素雰囲気下で撹拌する。１，６－ジアミノ
ヘキサン（１．１６部）を添加し、混合物全体を、おおよそ９０分後にそれが透明になる
まで、１２５℃で撹拌する。混合物のＩＲ分析は、イミドおよびアミド結合の形成と共に
無水物が完全に消失したことを示した。この溶液を２５０ｍｌ三つ口丸底（ＲＢ）フラス
コの中のＰＡＧ　２４Ａ（４０部）と２－（２－アミノエトキシ）エタノール（２．７４
部）と１，４－ブタンジオールジグリシジルエーテル（１１．３５部）との混合物に添加
し、混合物全体を１３０℃で６時間、窒素雰囲気下で撹拌して、徐々に溶媒を除去する。
混合物を放置して室温に冷却し、ガラスジャーに注入し、粘稠で濁った琥珀色の液体を得
る（５６部）。
【０１５６】
　分散剤実施例１１（ＤＥ１１）：ＤＥ１０（２０部）をカプロラクトン（４部）および
１２－ヒドロキシステアリン酸（１０．３部）に添加し、混合物全体を１００℃、窒素雰
囲気下で撹拌する。酪酸ジルコニウム（０．３部）を添加し、混合物全体を１８０℃で６
時間撹拌して、冷却することで琥珀色の液体を得る（３０部）。
【０１５７】
　比較分散剤１（ＣＥ１）：ポリ（ビスフェノールＡ－ｃｏ－エピクロロヒドリン）グリ
シジルエンドキャップト（Ｍｎ３５５、Ａｌｄｒｉｃｈから）（１０部）とＳｕｒｆｏｎ
ａｍｉｎｅ　Ｂ２００（４６部）の混合物を１４０℃、窒素雰囲気下で６時間、窒素雰囲
気下で撹拌する。その混合物を放置して室温に冷却することで、淡琥珀色の液体を得る（
５４部）。
【０１５８】
　比較分散剤２（ＣＥ２）：ポリ（ビスフェノールＡ－ｃｏ－エピクロロヒドリン）グリ
シジルエンドキャップト（Ｍｎ３５５、Ａｌｄｒｉｃｈから）（１０部）とＳｕｒｆｏｎ
ａｍｉｎｅ　Ｌ２０７（４６部）の混合物を１４０℃、窒素雰囲気下で６時間、窒素雰囲
気下で撹拌する。その混合物を放置して室温に冷却することで、淡琥珀色の液体を得る（
５４部）。
【０１５９】
　比較分散剤３（ＣＥ３）：ポリ（ビスフェノールＡ－ｃｏ－エピクロロヒドリン）グリ
シジルエンドキャップト（Ｍｎ３５５、Ａｌｄｒｉｃｈから）（１０部）とＳｕｒｆｏｎ
ａｍｉｎｅ　Ｂ２００（５６．３部）の混合物を１４０℃、窒素雰囲気下で６時間、窒素
雰囲気下で撹拌する。その混合物を放置して室温に冷却することで、淡琥珀色の液体を得
る（６４部）。
【０１６０】
　比較分散剤４（ＣＥ４）：Ｓｕｒｆｏｎａｍｉｎｅ　Ｌ２０７（４６部）および１，４
－ブタンジオールジグリシジルエーテル（５．６６部）を２５０ｍｌ三つ口丸底（ＲＢ）
フラスコに添加し、混合物全体を１３０℃で６時間、窒素雰囲気下で撹拌する。混合物を
放置して室温に冷却し、ガラスジャーに注入して琥珀色の液体を得る（５０部）。
【０１６１】
　分散体試験１
　プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（ＭＰＡ）（６．２５部）に分散
剤（１．７５部）を溶解することによって分散体を調製する。ガラスビーズ（直径３ｍｍ
、１７部）および黒色顔料（２．０部、Ｃｏｌｕｍｂｉａ　ｃｈｅｍｉｃａｌｓからのＲ
ａｖｅｎ　５０００　Ｕｌｔｒａ）を添加し、内容物を水平型シェーカーで１６時間粉砕
する。得られる分散体は、流動性の液体である。分散剤不在（８部のＭＰＡを含有する対
照）の場合、分散体は不動のゲルを形成した。得られたミルベース（０．５部）をアクリ
ル系樹脂（２部、ＳｏｌｕｔｉａからのＭａｃｒｙｎａｌ　ＳＭＣ５６５）にレットダウ
ンし、４番のＫバーを使用してＢ／Ｗカードに塗布する。結果として生じる塗膜は、高光
沢および低ヘイズであり、綿状沈殿の形跡はないが、分散剤不在の場合、塗膜は、低光沢
および高ヘイズである。より高光沢で、より低ヘイズの結果が芳香族イミド基をポリエポ
キシドアミン構造に組み込むことによっても達成される。Ｂｙｋ　Ｇａｒｄｎｅｒ光沢計
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【表１】

【０１６２】
　分散体試験２
　分散剤実施例ＤＥ３、５および７～９（０．９部）各々を消泡剤（０．０１部、Ｂｙｋ
　ＣｈｅｍｉｅからのＢＹＫ０２４）と共に水（７．６部）に溶解することによって、分
散体を調製する。３ｍｍガラスビーズ（１７．０部）およびＰｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅ
ｔ　１９（１．５部、ＣｌａｒｉａｎｔからのＩｎｋｊｅｔ　Ｍａｇｅｎｔａ　Ｅ５ＢＯ
２）を添加し、内容物を水平型シェーカーで１６時間粉砕する。得られた分散液（２．５
部）をインク溶液（１０部）にレットダウンする。インク溶液は、２－ピロリジノン（２
．３３部）、１，５－ペンタンジオール（５．８３部）、グリセロール（１１．６６部）
および湿潤剤（０．５８部、ＥｖｏｎｉｋからのＴｅｇｏ　Ｗｅｔ　％１０）を蒸留水（
７４．６部）に添加することによって事前に調製する。粒径（ＰＳ）を各インクについて
測定してＤ５０（ＰＳ１）およびＤ９０（ＰＳ２）値を得、これらの値は、Ｎａｎｏｔｒ
ａｃ粒径分析計を使用して決定する。インクを４０℃のオーブンの中で４週間保管し、各
インクの粒径Ｄ５０（ＰＳ３）およびＤ９０（ＰＳ４）を再び得ることによって各インク
についての粒径安定性を評価する。本発明の分散剤から得られるインクは、低減された粒
径および改善された経時的粒径安定性を示す。得られた結果は、次のとおりである：
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【表２】

【０１６３】
　分散体試験３
　分散剤実施例ＤＥ４、６、９、１１およびＣＥ１各々（０．４５部に基づいて、１００
％活性）をトルエン（６．５５部）に溶解することによって、分散体を調製する。次いで
、３ｍｍガラスビーズ（１７部）およびＭｏｎｏｌｉｔｅ　Ｒｕｂｉｎｅ　３Ｂ顔料（２
．０部、ＨｅｕｂａｃｈからのＰｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　１２２）を各溶液に添加し、内
容物を水平型シェーカーで１６時間粉砕する。ミルベース全体にわたって移動するガラス
ビーズの自由度を決定することにより、粘性を評価する。剤が存在しない場合を除くすべ
ての場合、顔料はウェットアウトし、均一な分散体が形成される。得られた分散体の粘性
を、ＡからＥ（良好から不良）の任意尺度を用いて評価する。本発明の分散剤が優れた、
より流動性の高い分散体を生じさせることを明瞭に示す結果を下に与える。得られた結果
は、次のとおりである：

【表３】

【０１６４】
　全体として、上に提示した結果は、本発明の分散剤が、色強度の改善、粒子状固体充填
量の増加、改善された明るさを有する、改善された分散体の形成、および有機または水性
媒体中での粘度が低下した組成物の生成の少なくとも１つを提供することを示す。
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【０１６５】
　本明細書で使用する場合、移行句「含む（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」は、「含む（ｉｎ
ｃｌｕｄｉｎｇ）」、「含有する（ｃｏｎｔａｉｎｉｎｇ）」または「特徴とする（ｃｈ
ａｒａｃｔｅｒｉｚｅｄ　ｂｙ）」と同義であり、包括的または非限定的であり、記載さ
れていない追加の要素または方法工程を除外しない。しかし、本明細書中での「含む（ｃ
ｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」の各記載に関して、この用語が、代替実施形態として、「から本
質的に成る」および「から成る」という句（「から成る」は、明記されていない一切の要
素または工程を除外し、「から本質的に成る」は、対象としている組成物または方法の基
本的、本質的および新規の特徴に実質的に影響を及ぼさない、記載されていない追加の要
素または工程の包含を容認する）も包含することを意図したものである。
【０１６６】
　本明細書のこれ以降に記載するように、本発明のポリマーの数平均分子量は、エチレン
オキシドを含有するものを除き、すべてのポリマー鎖についてポリスチレン標準物質を使
用したＧＰＣ分析などの公知の方法を用いて決定した。エチレンオキシドを含有するポリ
マー鎖の数平均分子量は、ＧＰＣ（溶離液ＴＨＦ、標準物質ＰＥＧ）によって決定する。
【０１６７】
　上で言及した文献の各々は、参照により本明細書に組み込まれている。実施例または別
段の明確な指示がある場合を除き、物質量、反応条件、分子量、炭素原子数などを特定す
る本明細書中の数量はすべて「約」という語によって修飾されていると理解されたい。別
段の指示がない限り、本明細書で言及する化学物質または組成物の各々は、異性体、副生
成物、誘導体、および商業グレードのものの中に存在すると一般に考えられている他のそ
のような物質を含有し得る、商業グレードの物質であると解釈すべきである。しかし、各
化学成分の量は、別段の指示がない限り、商業用物質中に慣例的に存在し得る一切の溶媒
または希釈油を除外して提示される。本明細書に記載の量、範囲および比の上限および下
限は、独立して組み合わせてもよいことを理解されたい。同様に、本発明の各要素の範囲
および量を他のあらゆる要素についての範囲または量と併用してもよい。
【０１６８】
　本明細書で使用する場合、用語「ヒドロカルビレン」は、この用語の通常の意味で使用
しており、炭化水素から２個の水素原子を除くことによって形成されるあらゆる二価の基
を含むことを意図したものである。
【０１６９】
　本明細書で使用する場合、用語「アルキ（アルケニ）レン」は、この用語の通常の意味
で使用しており、アルキレンおよび／またはアルケニレン基を含むことを意図したもので
ある。
【０１７０】
　本発明を本発明の実施形態に関連して説明したが、本明細書を一読すれば、その様々な
変形形態が当業者に明らかになることは理解されるはずである。したがって、本明細書で
開示する本発明が、添付の特許請求の範囲内に入るような変形形態を包含することを意図
したものであることは、理解されるはずである。
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